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Ⅱ－1　教育の理念と目的

　大学の使命は言うまでもなく学術研究と人材の育成である。本学が「理学の普及」を建学の

精神として創立されて以来、1世紀以上にわたって我が国の理数教育の普及に尽力してきたこ

とは、広く社会に認められるところである。21世紀を迎え、本学が特色ある高等教育機関と

して、その個性を遺憾なく発揮し、教育・研究の更なる発展を目指していくためには、受け継

がれてきた本学独自の教育の理念・目的について不断の検討を行い、自己革新に努める必要が

ある。

　世界の創造的かつ調和的発展がますます求められる 21世紀は、大学が、教育と研究をもっ

て我が国の科学技術および文化の発展に貢献することだけではなく、広く世界の平和と人類の

幸福のために寄与することを求めている。

　本学は教育研究理念として「自然・人間・社会とこれらの調和的発展のための科学と技術の

創造」を掲げている。それに基づき、一般教養とともに理学、工学および薬学の原理およびそ

の応用を教授研究し、「十分な基礎学力の上に高度な専門知識を身に付け、豊かな教養に裏打

ちされた強い倫理観と豊かな人間性を持った人材の育成」を教育目標としている。

　大学院においては、学問の自由を基礎に、学問の理論および応用を教授研究し、その深奥を

究めて学術文化の継承発展に貢献することを理念とする。本学の大学院は、それぞれの分野

で、卓抜した研究拠点を目指した基礎的・先駆的な研究活動を行う。人材の育成に当たって

は、「優れた研究者の養成」と「高度の専門知識と豊かな学識を有する職業人の養成」を並行

して独立に行うのではなく、両者を同一線上に置く視点に立ち、豊かな基礎知識に裏付けられ

た広い視野と柔軟な思考力を備え、個性的で独創性に富んだ開拓者精神旺盛な人材を育成する

ことを目標としている。

　これらを実践することによって科学技術と文化の進展に寄与することが、大学としての本学

の目的である。
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1 　入学・在籍

　21世紀は、「知識基盤社会」（knowledge-based society）の時代であると言われ、新しい

知識、情報、技術が社会構築における重要な基盤として位置付けられている。

　我が国が活力ある発展を続けるために、高等教育機関は、高度専門知識だけでなく、この社

会の中で活躍できる優れた人材育成を目指すとともに、真の国際競争力を持ち、先端的研究に

よる社会貢献が求められている。（参考：文部科学省中央教育審議会平成 17年 1月 28日発

表「我が国の高等教育の将来像（答申）」）

　本学では、人間性との調和並びに社会の諸問題を視野にとらえた科学・技術の発展こそ、建

学の精神の今日的意義であることを認識し、入学を希望する多数の志願者の中から、本学の教

育理念・目的を具現するにふさわしい学生、すなわち自立の精神を有し、勉学意欲に溢れ、か

つ十分な基礎学力の上に高度な専門知識を身に付けることのできる学生を選抜するために種々

の方策を講じている。

　従来は、いわゆる一般入学試験を実施してきたが、社会の要請に応じて、表Ⅱ－1に示すよ

うに各種の入学者選抜制度を導入するに至っている。大学入試センター試験の一部科目を利用

した入学者選抜は、平成 2年度の基礎工学部に始まり、平成 4年度には全昼間学部において、

また、平成 15年度入試からは夜間学部でも行われるようになり、全学部で実施する運びとな

った。このほか、高等学校時代の学習努力を重視した推薦入学制度（昼間学部は指定校制、夜

間学部は公募制）が設けられており、夜間学部では職場での勤務努力等を合わせて重視した社

会人特別選抜が行われている。また、帰国子女並びに外国人留学生受け入れのための特別選抜

制度や達人チャレンジ選抜制度も設けられている。これらに加え、それまでは夜間学部にお

いてのみ実施されていた編入学が、昼間学部においても公募制による一般編入学制度を平成 9

年度より経営学部が、平成 12年度より工学部第一部が導入した。

　図Ⅱ－1は大学・短大の規模の推移を示しているが、18歳人口は平成 4年にピークに達

し、その後は減少を続け、14年後の平成 18年には約 70万人減の 133万人となった。これ

は大学等への志願率の増加を考慮したとしても、大学にとって厳しい転換期が訪れたことを意

味する。
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表Ⅱ－1　本学の入学者選抜方式（大学部門）［平成 18 年度］

方　　式

　　　　　　入
　　　　　　　　学
　　学　部　　　　　定
　　大学院　　　　　　　員
　　専攻科

一
般
入
学
試
験

推
薦
入
学
試
験

社
会
人
特
別
選
抜

帰
国
子
女
入
学
者
選
考
試
験

外
国
人
留
学
生
入
学
者
選
考
試
験

編
入
学
試
験

転
学
科
試
験　

学
部
内

転
学
部
試
験

大
学
院
学
内
選
考
試
験

大
学
三
年
次
在
学
者
特
別
選
抜
試
験

大
学
院
社
会
人
特
別
選
抜
試
験

大
学
院
他
大
学
等
か
ら
の
推
薦
入
学

達
人
チ
ャ
レ
ン
ジ
選
抜

Ａ
方
式

Ｂ
方
式

大
学
院
・
専
攻
科

指
定
校
制

公
募
制

Ａ
類
Ｂ
類

学　
　

部

理 学 部 第 一 部 600

学部計
3,495

90 390 48 72 ○ ○ ○ ○ ○
理 学 部 第 二 部 480 60 280 80 60 ○ ○ ○ ○
工 学 部 第 一 部 400 50 270 30 50 ○ ○ ○ ○ ○
工 学 部 第 二 部 240 24 105 45 66 ○ ○ ○ ○
薬 学 部 180 25 119 36 ○ ○ ○ ○
理 工 学 部 1,115 160 742 92 121 ○ ○ ○ ○ ○ ○
基 礎 工 学 部 240 30 138 36 36 ○ ○ ○ ○ ○
経 営 学 部 240 48 144 48 ○ ○ ○ ○ ○

大　

学　

院

修
士
課
程

理 学 研 究 科 145

修士計
735

145 ○ ○ ○
工 学 研 究 科 125 125 ○ ○ ○ ○
薬 学 研 究 科 50 50 ○ ○ ○
理 工 学 研 究 科 290 290 ○ ○ ○ ○
基礎工学研究科 90 90 ○ ○ ○
経 営 学 研 究 科 20 20 ○ ○
生命科学研究科 15 15 ○ ○

博
士
後
期
課
程

理 学 研 究 科 10

博士計
86

10 ○ ○
工 学 研 究 科 15 15 ○ ○
薬 学 研 究 科 6 6 ○ ○
理 工 学 研 究 科 32 32 ○ ○
基礎工学研究科 18 18 ○ ○
生命科学研究科 5 5 ○

専
門
職
学
位
課
程

総
合
科
学
技
術
経
営
研
究
科

総合科学技術
経営専攻

10 1年コース 10

40 2年コース 40

知的財産戦略
専攻 80 80

理　学　専　攻　科 20 20 ○
（注）1．一般入学試験
　　　　・Ａ方式は、大学入試センター試験を利用する選考。
　　　　・Ｂ方式は、本学の定めた試験による選考。
　 　2．推薦入学試験・指定校制
　　　　・Ａ類は、学科指定方式。
　　　　・Ｂ類は、志望学科選択方式。
　 　3．編入学試験
　　　　・山口東京理科大学、諏訪東京理科大学からの編入学制度を含める。
　　　　・昼間学部は、工学部第一部、経営学部で一般選抜にて選考。
　　　　・夜間学部は、一般、推薦および社会人特別選抜による選考。
　 　4．転学部試験
　　　・現在在籍する学部から他の学部に転籍することを希望する学生を対象とする選考。
　 　5．大学三年次在学者特別選抜試験および大学院社会人特別選抜試験は、専攻により実施しない場合もある。
　 　6．数字は、募集人数を示す。
　 　7．〇印は、若干名募集。
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表Ⅱ－2　学部志願者数と入学者数の地域別分布の推移

年度

地域

平成 14 平成 15 平成 16

志願者数 率
（％）入学者数

率
（％）志願者数

率
（％）入学者数

率
（％）志願者数

率
（％）入学者数

率
（％）

北 海 道 821 1.6 76 1.8 782 1.5 49 1.2 738 1.5 68 1.7
東 北 2,037 3.9 183 4.3 2,194 4.2 190 4.6 2,076 4.2 229 5.7
北 関 東 4,801 9.1 367 8.6 5,042 9.5 360 8.7 4,599 9.4 341 8.5
南 関 東 19,349 36.7 1,587 37.3 19,317 36.6 1,569 38.0 17,963 36.8 1,499 37.4
東 京 12,576 23.8 992 23.3 12,711 24.1 983 23.8 11,760 24.1 919 22.9
甲 信 越 2,108 4.0 202 4.7 2,124 4.0 173 4.2 1,880 3.8 137 3.4
北 陸 907 1.7 76 1.8 886 1.7 69 1.7 798 1.6 66 1.6
東 海 3,891 7.4 257 6.0 3,751 7.1 266 6.4 3,582 7.3 240 6.0
近 畿 1,402 2.7 103 2.4 1,331 2.5 101 2.4 1,237 2.5 101 2.5
中 国 1,383 2.6 106 2.5 1,287 2.4 82 2.0 1,126 2.3 92 2.3
四 国 856 1.6 70 1.6 833 1.6 64 1.5 751 1.5 63 1.6
九州・沖縄 2,149 4.1 165 3.9 2,031 3.8 153 3.7 1,857 3.8 185 4.6
そ の 他 494 0.9 75 1.8 560 1.1 72 1.7 512 1.0 73 1.8
合 計 52,774 4,259 52,849 4,131 48,879 4,013

年度

地域

平成 17 平成 18

志願者数 率
（％）入学者数

率
（％）志願者数

率
（％）入学者数

率
（％）

北 海 道 801 1.7 47 1.2 869 1.9 77 1.9
東 北 2,087 4.5 190 4.7 1,925 4.3 193 4.8
北 関 東 4,424 9.5 362 8.9 4,167 9.2 312 7.7
南 関 東 16,480 35.3 1,510 37.3 15,560 34.4 1,514 37.4
東 京 11,249 24.1 1,004 24.8 10,944 24.2 1,025 25.3
甲 信 越 1,788 3.8 133 3.3 1,714 3.8 124 3.1
北 陸 648 1.4 53 1.3 585 1.3 52 1.3
東 海 3,701 7.9 260 6.4 4,024 8.9 275 6.8
近 畿 1,266 2.7 101 2.5 1,297 2.9 99 2.4
中 国 1,180 2.5 98 2.4 1,056 2.3 106 2.6
四 国 672 1.4 49 1.2 638 1.4 48 1.2
九州・沖縄 2,016 4.3 188 4.6 2,067 4.6 169 4.2
そ の 他 371 0.8 57 1.4 423 0.9 53 1.3
合　　 計 46,683 4,052 45,269 4,047

（注）1．入学者数は、学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。
　 　2．受験者数および入学者数は、一般入試（Ａ方式・Ｂ方式）・推薦入試・社会人特別選抜・帰国子女

入試・留学生入試・達人チャレンジ選抜における総数。

　表Ⅱ－2に本学の学部志願者数と入学者数の地域別分布の推移を示す。この 5年間の地域

別の推移にほとんど変動はなく、南関東と東京地区に集中し、この 2つの地域だけで全体の
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約 60％を占めていることがわかる。

　図Ⅱ－2に本学が新制大学として発足して以来の、学部入学志願者数と入学者数の推移を示

す。昭和 34年度の理学部応用化学科の増設以降、学部・学科の増設ごとに志願者数は増加を

続け、昭和 53年度にピークを迎えた後は、5万人前後を推移している。昭和 59年度以降は、

18歳人口の増加や基礎工学部の増設にもかかわらず志願者総数は減少を続けたが、平成 4年

度に全昼間学部が大学入試センター試験を利用した入学者選抜方式（A方式）を採用したこ

とにより再び 5万人を超えた。その後は、18歳人口の減少により、特に近年は減少傾向が顕

著になっている。

（ 1）一般入学試験

　本学の一般入学試験には A方式と B方式の 2つの方式がある。A方式は、大学入試センタ
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築
・
工
化
・

電
気
・
経
営
・
機
械
）

17 18

896
1,622 4,060

10,847

1,939

2,553

入学者数

志願者数

3,300

3,405

3.243
3,857

43,010 47,815

48,428

54,443
53,437

45,815

3,949

3,670
4,143 3,946

51,233 51,534

44,090

4,330

4,417

4,477
4.400

4,593 4,259

4,513 4,286 4,052

4,131
4,031

48,879

52,849

52,774
52,911

49,395
46,550
47,746
49,789
51,044

4,047

45,269
46,683

図Ⅱ－2　学部志願者数と入学者数の推移
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ー試験を利用して実施するものである。本学では平成 2年度より基礎工学部が後期入学試験

として採用した。さらに、平成 4年度より全昼間学部が、また平成 15年度より夜間学部が導

入し、すべての学部で行われることになった。B方式は、従来からの本学が定めた一般入学

試験による選抜方式に対応するものである。

　表Ⅱ－3に一般入学試験の入学状況の推移を示す。平成 18年度の A方式志願者数は

13,855名となり、一般入試全体の 31.1％に達している。

　平成 18年度の一般入学試験志願者数は前年に比べ、1,368人の減少で 44,530人であっ

た。減少の原因としては、18歳人口の減少とそれに伴う浪人生の減少が大きな要因ではある

が、理工系離れ、国立大学の法人化や経済状況の回復の遅れなども原因として考えられる。

　その中にあって、本学は高質の学生を確保するため、平成 17年度からは、理学部第一部・

工学部第一部・基礎工学部の B方式試験会場を東京（神楽坂）・千葉（野田）のほか、札幌・

仙台・名古屋・大阪・福岡にも設けることになった。これは、全国の受験生等に本学を PR

し、本学への認知度を高めることにつながり、受験生にとっては地元で受験できるという経済

的・時間的メリットが得られる。なお、平成 18年度から、5大都市での「全国入試」は、す

べての昼間学部において実施されている。

（ 2）推薦入学

　本学の推薦入学制度は昼間学部と夜間学部でその特色が異なる。

　①　昼間学部推薦入学制度

　本学の昼間学部では、推薦入学制度を昭和 56年度に導入した。毎年、推薦入学実施委員会

が全国の高等学校の中から推薦依頼校を選定し、募集学部（系）または学科を指定した方式で

推薦を依頼している。この推薦制度は、一般入学試験では見逃されがちな豊かな個性を有する

優秀な学生を受け入れるとともに、本学の入学者が関東地方に集中する傾向を緩和し、全国か

ら学生を受け入れることを目的としている。また、この制度は、理数系教員を目指す卒業生が

出身都道府県あるいは全国に分散して教職に就くことを期待するものでもある。

　表Ⅱ－4に平成 14年度以降の入学状況を示す。推薦入学制度導入の初期においては、全昼

間学部において学部学科を指定する現在の A類方式により実施していたが、昼間学部入学定

員に対する推薦入学者の割合は漸減しており、また、推薦依頼者数に対する応募率も低下傾向

にあった。原因としては、18才人口の減少により大学の門戸が広くなったこと、並びに本学

の A類方式で指定した学部学科が、志願者の希望する学部学科と必ずしも一致しないケース

があること等によるものと考えられた。
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表Ⅱ－3　一般入学試験の入学状況の推移

Ａ方式・Ｂ方式入学試験
区分

年度

理学部第一部 理学部第二部 工学部第一部 工学部第二部

志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者

平成 12
3,397 778

619
― ―

442
2,868 545

486
― ―

157
7,340 1,864 977 664 7,684 1,511 460 223

13
3,090 838

673
― ―

461
2,708 545

447
― ―

129
7,658 1,948 991 625 8,206 1,543 593 211

14
3,227 826

690
― ―

456
2,559 526

496
― ―

144
8,076 2,095 1,016 647 7,668 1,607 481 231

15
3,360 879

694
541 272

429
2,665 484

408
269 104

138
7,730 2,001 1,047 549 7,164 1,464 548 175

16
3,217 971

655
545 368

387
2,365 493

417
243 136

154
7,048 1,989 861 444 6,782 1,534 497 185

17
2,905 988

614
569 416

381
2,054 518

387
205 148

165
6,730 2,071 717 420 7,081 1,819 438 206

18
2,971 1,059

608
523 437

394
2,102 578

442
220 167

156
6,904 2,366 590 423 6,331 1,976 327 205

区分
年度

薬学部 理工学部 基礎工学部 経営学部 学部合計

志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者

平成 12
1,827 270

150
5,457 1,180

1,323
831 136

226
1,062 483

245
15,442 3,392

3,648
2,857 330 11,874 4,017 2,217 676 1,068 458 34,477 9,743

13
1,636 284

162
5,465 1,162

1,102
860 168

229
1,688 457

233
15,447 3,454

3,436
2,990 409 12,457 3,772 2,156 683 1,451 499 36,502 9,690

14
1,874 327

154
5,460 1,177

1,147
974 213

218
1,272 456

204
15,366 3,525

3,509
2,895 369 13,098 4,217 2,105 655 1,186 435 36,525 10,256

15
1,886 346

165
5,300 1,176

1,148
968 184

235
1,368 401

155
16,357 3,846

3,372
2,609 436 12,701 4,121 2,204 651 1,517 409 35,520 9,806

16
1,651 330

163
4,691 1,299

1,088
846 213

249
1,208 449

219
14,766 4,259

3,332
2,480 413 12,266 4,168 1,863 661 1,443 467 33,240 9,861

17
1,484 364

191
4,685 1,470

1,210
826 206

235
1,344 451

235
14,072 4,561

3,418
2,240 437 10,962 4,451 2,225 853 1,433 504 31,826 10,761

18
1,137 264

178
4,870 1,692

1,159
704 202

272
1,328 458

240
13,855 4,857

3,449
2,083 578 11,426 4,831 1,656 843 1,358 609 30,675 11,831

（注）1．上段はＡ方式入学試験、下段はＢ方式入学試験の状況を示す。
　 　2．Ａ方式入学試験は、大学入試センター試験を利用する選考。
　 　3．Ｂ方式入学試験は、本学の定めた試験による選考。
　 　4．理学部第二部、工学部第二部のＡ方式入学試験は平成 15年度より実施。
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表
Ⅱ
－
4　
昼
間
学
部
推
薦
入
学
試
験
の
入
学
状
況
の
推
移

区
分

年
度

理
学
部
第
一
部

工
学
部
第
一
部

薬
学
部

理
工
学
部

Ａ
類

Ｂ
類

Ａ
類

Ｂ
類

Ａ
類

Ｂ
類

Ａ
類

Ｂ
類

推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者

平
成
14

12
7

48
48

13
6

55
55

70
33

33
90

42
42

14
13

13
25

22
22

23
1

84
84

21
4

80
80

15
12
1

46
46

13
0

47
47

66
32

32
84

38
38

16
13

13
16

9
9

21
5

73
73

20
9

83
83

16
12
5

43
43

13
0

40
40

64
24

24
84

42
42

20
17

17
16

10
10

21
5

56
56

21
4

83
82

17
12
5

42
42

13
0

47
47

61
24

24
80

36
36

25
21

21
20

12
12

21
2

43
43

22
6

83
83

18
13
5

34
34

13
0

52
52

84
28

28
80

27
27

41
23

23
－

－
－

23
4

64
64

22
6

67
67

区
分

年
度

基
礎
工
学
部

経
営
学
部

昼
間
学
部
合
計

Ａ
類

Ｂ
類

Ａ
類

Ｂ
類

Ａ
類

Ｂ
類

推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
応
募
率

（
％
）
入
学
者
推
薦
依
頼
志
願
者
応
募
率

（
％
）
入
学
者

平
成
14

17
0

32
32

70
31

31
69

19
19

19
7

30
29

68
1

22
9
33
.6

22
9

(8
.2
)
73
2

26
0
35
.5

25
9

(9
.3
)

15
15
0

28
28

70
26

25
26
4

58
58

－
－

－
83
2

25
0
30
.0

25
0

(9
.1
)
50
9

20
3
39
.8

20
2

(7
.4
)

16
16
0

27
27

70
20

20
24
3

43
42

－
－

－
82
7

21
0
25
.3

20
9

(7
.6
)
51
4

19
5
37
.9

19
4

(7
.0
)

17
15
5

26
25

70
18

18
24
3

47
47

－
－

－
82
1

20
3
24
.7

20
2

(7
.2
)
52
6

19
6
37
.2

19
6

(7
.0
)

18
15
5

21
21

70
19

19
24
2

40
40

－
－

－
89
1

21
0
23
.5

21
0

(7
.5
)
50
6

16
5
32
.6

16
5

(5
.9
)

（
注
）
1．
Ａ
類
：
指
定
校
制
で
学
科
指
定
方
式
。

　
　
　
　
Ｂ
類
：
指
定
校
制
で
志
望
学
科
選
択
方
式
。

　
　
3．
「
昼
間
学
部
合
計
」
欄
の
「
入
学
者
」
の
（
　
）
内
は
、
昼
間
学
部
入
学
定
員
に
対
す
る
、
推
薦
入
学
に
よ
る
入
学
者
の
割
合
（
％
）
を
示
す
。
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　昭和 62年度に開設した基礎工学部においては、学部設置当初より志願者が学部内で志望

学科を選択できる B類方式との併用で推薦入学を実施し、効果を上げていた。このことを踏

まえて、平成 6年度に B類方式の推薦入学制度を全学的に導入することについて検討が行わ

れ、平成 8年度からは経営学部を除くすべての昼間学部においても A類方式に加え B類方式

を導入し、実施している。

　経営学部は平成 5年度の学部設置当初より A類の他に、小論文を課す選抜方式の B類、

自己推薦制の C類の 3方式による推薦入学を実施していたが、平成 13年度より C類を廃止

し、A類と B類による推薦入学を実施した。そして、平成 15年度からは B類を廃止し、Ａ

類のみで推薦入学制度を実施している。

　また、全昼間学部については平成 18年度より、A類の中で固定校制度を導入した。この制

度は、推薦入学において過去の応募率が高く、かつ複数学科からの依頼があり、本学への関心

が高いと考えられる高等学校に対し、4年間にわたって特定学科を指定するものである。これ

により、高校側では生徒の目標が立ち進路指導がしやすくなり、大学側も高校との連携を密に

することにより、両者間の信頼および本学に対する認識が高められ、質の良い志願者の応募と

応募数の増加が見込めると考えられる。

　入学者選抜検討委員会に設けた推薦入試に関して検討する第二専門委員会では、志願者数の

減少を抑制するため、入学した学生の進級状況や成績などの追跡調査や依頼校に関する様々な

情報を基に、制度のあり方や推薦依頼の方式あるいは推薦依頼校の選定方法などについて、集

中的に審議し、推薦入学による志願者数の増加対策や選考に関する基本方針を全学的に統一す

るなど改善が図られている。

　②　夜間学部推薦入学制度

　従来、理学部第二部と工学部第二部の推薦入学制度では、高等学校卒業見込者または高等学

校卒業者を対象として高等学校長が推薦した志願者と、有職者を対象として勤務先所属長（以

後、「職場長」と呼ぶ。）が推薦した志願者の中から、書類審査と小論文の作成などにより入学

者を選抜していた。しかし、推薦入学志願者が急激に減少したため、この状況を打開し減少し

た志願者を回復させるために、平成 9年度の入学者募集から、従来の推薦入学制度を学校長

推薦による志願者にのみ適用し、これ以外の志願者を対象とした第三者の推薦を必要としない

社会人特別選抜制度を導入した。前者に対する選抜は書類審査、小論文、面接などにより行わ

れるが、評定平均値に関する基準は特に設けず、また就職内定の有無も出願条件としていな

い。一方、後者の社会人特別選抜制度では、出願者の職種を限定せず、選抜は本人の志望理由
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書と面接などをもとに行っている。

　その結果、社会人特別選抜制度による入学志願者は、その初年度にすでに前年度の職場長推

薦による志願者数を上回った。この増加は経済情勢の悪化とも無関係ではないだろうが、やは

り、第三者の推薦を必要としない点が応募に際して志願者の心理的な負担を軽減したことによ

るのであろう。なお、平成 4年度には、推薦入学の募集時期をそれまでの 2月から 11月に

変更したが、志願者数に対する影響は見られなかった。

　表Ⅱ－5と表Ⅱ－6に平成 9年度以降の夜間学部推薦入学試験の状況を示す。平成 9年度

から平成 18年度におけるこの 10年間で学科により多少の差はあるが、志願者数は大きく減

少していることがわかる。また、倍率の状況は、理学部第二部において平成 9年度から平成

18年度にかけてほとんど変動はないが、工学部二部においては平成 9年度に 2.04であった

倍率が、平成 18年度には 1.24となった。

　これまで、受験者のニーズに答えるべく推薦入試についての諸方策を講じてきた。平成 15

年度に志願者数はいったん持ち直したものの、全体的に減少の一途をたどっている。この主た

る原因は、少子化に伴って新卒者が昼間学部に入学しやすくなり、また社会の高度成長により

高卒で就職しなければならない学生の数が大幅に減少し、高等学校長推薦による志願者が減少

したことにある。

　社会人特別選抜制度による入学者には、現職を維持しながら自己の能力の増進を図る者と、

転職を目指して教育を受け技能を身に付けることを目的とする者とがある。前者にとっては従

前の職場長推薦制度がむしろ都合良く、後者にとっては自己推薦による社会人特別選抜制度が

都合良い。このことを勘案して、平成 13年度から職場長推薦制度を復活し、社会人特別選抜

制度と併用している。

　夜間学部における推薦入学制度は、勤労学生に対し広く大学の門戸を開放することを目的と

しており、そのため職場長推薦を最重要視していた。一方、18歳人口の減少が夜間学部の志

願者減少の主因となっている事実は、とりもなおさず、夜間学部学生の現在の主力が非有職者

であることを示唆していた。実際に、ある時期から、全体的に減少する推薦入学志願者のなか

で特に有職者の志願者数が減少し、それに代わって高等学校長の推薦による新卒の志願者が多

数を占めるようになった。

　本学では、夜間学部の授業内容の充実と昼間学部の授業時間帯との接続を考えて、平成 7

年度から授業時間を従来の 70分から 90分に変更し、授業開始時刻をそれまでの 17時 30分

から 16時 10分に早めた。この授業開始時刻の変更により入学志願者数への影響はないよう
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表Ⅱ－5　理学部第二部　推薦入学試験状況の推移
区分

年度

数学科 物理学科
推薦入学 社会人特別選抜 計 推薦入学 社会人特別選抜 計

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 106
（10）

96
（9）

28
（15）

25
（15）

134
（25）

121
（24）

50
（7）

49
（7）

27
（12）

26
（12）

77
（19）

75
（19）

10 86
（ 6）

85
（6）

26
（15）

23
（15）

112
（21）

108
（21）

36
（2）

35
（2）

24
（15）

21
（14）

60
（17）

56
（16）

11 59
（ 0）

58
（0）

30
（15）

27
（13）

89
（15）

85
（13）

28
（1）

27
（1）

24
（16）

24
（16）

52
（17）

51
（17）

12 61
（ 2）

60
（2）

42
（21）

42
（21）

103
（23）

102
（23）

33
（0）

33
（0）

31
（15）

30
（14）

64
（15）

63
（14）

13 57
（ 6）

57
（6）

23
（15）

22
（15）

80
（21）

79
（21）

21
（3）

21
（3）

20
（11）

20
（11）

41
（14）

41
（14）

14 45
（ 0）

45
（0）

18
（ 9）

18
（ 9）

63
（ 9）

63
（ 9）

16
（3）

16
（3）

15
（ 6）

14
（ 5）

31
（ 9）

30
（ 8）

15 54
（ 2）

54
（2）

22
（ 8）

22
（ 8）

76
（10）

76
（10）

22
（0）

21
（0）

16
（ 6）

15
（ 6）

38
（ 6）

36
（ 6）

16 55
（ 3）

54
（2）

21
（ 6）

20
（ 6）

76
（ 9）

74
（ 8）

16
（1）

16
（1）

23
（ 7）

21
（ 7）

39
（ 8）

37
（ 8）

17 48
（ 2）

48
（2）

14
（ 5）

13
（ 5）

62
（ 7）

61
（ 7）

11
（0）

11
（0）

14
（ 4）

14
（ 4）

25
（ 4）

25
（ 4）

18 38
（ 2）

37
（2）

15
（ 3）

15
（ 3）

53
（ 5）

52
（ 5）

20
（0）

20
（0）

20
（11）

20
（11）

40
（11）

40
（11）

区分

年度

化学科 合　　　計 倍　率推薦入学 社会人特別選抜 計
志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 92
（14）

77
（11）

45
（28）

33
（26）

137
（42）

110
（37）

348
（86）

306
（80） 1.14

10 97
（ 9）

73
（ 6）

42
（24）

32
（20）

139
（33）

105
（26）

311
（71）

269
（63） 1.16

11 83
（10）

63
（ 6）

50
（28）

38
（27）

133
（38）

101
（33）

274
（70）

237
（63） 1.16

12 51
（ 7）

44
（ 6）

43
（24）

36
（21）

94
（31）

80
（27）

261
（69）

245
（64） 1.07

13 48
（ 3）

47
（ 3）

28
（13）

27
（13）

76
（16）

74
（16）

197
（51）

194
（51） 1.02

14 38
（ 5）

32
（ 3）

22
（11）

19
（10）

60
（16）

51
（13）

154
（34）

144
（30） 1.07

15 44
（ 4）

35
（ 3）

35
（12）

23
（12）

79
（16）

58
（15）

193
（32）

170
（31） 1.14

16 47
（ 1）

30
（ 0）

32
（12）

22
（10）

79
（13）

52
（10）

194
（30）

163
（26） 1.19

17 35
（ 4）

23
（ 2）

24
（16）

14
（ 8）

59
（20）

37
（10）

146
（31）

123
（21） 1.19

18 24
（ 5）

12
（ 4）

23
（ 9）

15
（ 8）

47
（14）

27
（12）

140
（30）

119
（28） 1.18

（注）1．（　）内は、有職者および就職内定者数の内数を示す。
　 　2．「推薦入学」は公募制。
　 　3．「倍率」は、少数点以下第 3位を四捨五入。
　 　4．「社会人特別選抜」は従来の「職場推薦」を平成 9年度より改めた。

である。このことは、やはり、夜間学部への入学志願者の主力が有職者ではないことを裏づけ

ている。
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表Ⅱ－6　工学部第二部　推薦入学試験状況の推移
区分

年度

建築学科 電気工学科
推薦入学 社会人特別選抜 計 推薦入学 社会人特別選抜 計

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 69
（18）

25
（11）

81
（60）

32
（27）

150
（78）

57
（38）

47
（7）

23
（3）

24
（18）

18
（17）

71
（25）

41
（20）

10 67
（ 9）

28
（ 5）

68
（56）

30
（27）

135
（65）

58
（32）

41
（5）

27
（3）

30
（22）

22
（17）

71
（27）

49
（20）

11 49
（10）

25
（ 6）

66
（39）

26
（18）

115
（49）

51
（24）

29
（3）

24
（3）

30
（22）

16
（14）

59
（25）

40
（17）

12 32
（ 4）

24
（ 4）

57
（35）

26
（20）

89
（39）

50
（24）

25
（2）

22
（2）

35
（24）

19
（19）

60
（26）

41
（21）

13 30
（ 8）

24
（ 6）

51
（33）

33
（22）

81
（41）

57
（28）

19
（3）

17
（2）

17
（14）

17
（14）

36
（17）

34
（16）

14 25
（ 6）

22
（ 6）

40
（23）

19
（12）

65
（29）

41
（18）

19
（2）

18
（2）

15
（10）

14
（10）

34
（12）

32
（12）

15 39
（ 5）

16
（ 3）

38
（18）

23
（13）

77
（23）

39
（16）

10
（2）

10
（2）

25
（16）

23
（15）

35
（18）

33
（17）

16 23
（ 2）

16
（ 1）

40
（18）

24
（10）

63
（20）

40
（11）

16
（1）

15
（1）

18
（10）

15
（ 8）

34
（11）

30
（ 9）

17 24
（ 4）

17
（ 3）

32
（21）

23
（16）

56
（25）

40
（19）

15
（1）

14
（1）

21
（10）

20
（10）

36
（11）

34
（11）

18 29
（ 5）

18
（ 5）

29
（11）

24
（10）

58
（16）

42
（15）

12
（2）

11
（2）

15
（10）

13
（ 9）

27
（12）

24
（11）

区分

年度

経営工学科 合　　　計 倍　率推薦入学 社会人特別選抜 計
志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 41
（5）

24
（2）

20
（14）

16
（12）

61
（19）

40
（14）

282
（122）

138
（72） 2.04

10 18
（3）

18
（3）

27
（24）

26
（23）

45
（27）

44
（26）

251
（119）

151
（78） 1.66

11 41
（5）

32
（5）

33
（22）

25
（20）

74
（27）

57
（25）

248
（101）

148
（66） 1.68

12 22
（3）

22
（3）

19
（13）

19
（13）

41
（16）

41
（16）

190
（ 81）

132
（61） 1.44

13 24
（2）

24
（2）

31
（23）

27
（22）

55
（25）

51
（24）

172
（ 83）

142
（68） 1.21

14 9
（2）

9
（2）

26
（19）

26
（19）

35
（21）

35
（21）

134
（ 62）

108
（51） 1.24

15 16
（2）

15
（2）

36
（24）

33
（23）

52
（26）

48
（25）

164
（ 67）

120
（58） 1.37

16 17
（3）

14
（1）

28
（16）

21
（16）

45
（19）

35
（17）

142
（ 50）

105
（37） 1.35

17 13
（0）

12
（0）

13
（9）

11
（9）

26
（9）

23
（9）

118
（ 45）

97
（39） 1.22

18 12
（3）

12
（3）

23
（18）

19
（18）

35
（21）

31
（21）

120
（ 49）

97
（47） 1.24

（注）1．（　）内は、有職者および就職内定者数の内数を示す。
　 　2．「推薦入学」は公募制。
　 　3．「倍率」は、少数点以下第 3位を四捨五入。
　 　4．「社会人特別選抜」は従来の「職場推薦」を平成 9年度より改めた。
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　このような傾向に加えて、最近では、高卒社員に対し社内教育や検定試験を行い、その結果

に基づいて大卒者と同等の資格を高卒者に与えるといったシステムを採用する企業も現れてき

た。実際に理学部第二部では大企業からの派遣学生がほとんど見られなくなっている。

　18歳人口の減少の影響で、夜間学部への志願者の減少が必至の今日、夜間学部の入学定員

の変更について慎重に検討する必要があることは言うまでもない。また、学科の再編成・再構

築や昼夜開講制、夜間（あるいは昼夜開講の）大学院の設置、公開講座の開設等により、夜

間学部が高校新卒者のみならず社会人の多様な要請にも応えられるように努めていく必要があ

る。

　理学部第二部は夜間理学部で唯一の存在として、さらに東京の中心という極めて通学に便利

な立地条件が相まって、社会人教育の伝統をさらに広く広報すると同時に、社会人がより勉学

し易い教育環境を整備していくことも重要である。

　なお、生涯学習の一環としての推薦入学制度に関しては、「Ⅶ　社会への貢献」で述べる。

（ 3）帰国子女入学者選考制度

　異文化を体験した多様な学生を受け入れることにより、本学の学生構成の多様化を目指し、

さらに、日本企業の活動が全地球規模に拡大したことによる海外子女の教育問題を解決するた

めのものとして、本学では帰国子女入学者選考制度を昭和 57年度より採用している。平成 9

年度以降の志願者数と合格者・入学者数の推移を表Ⅱ－7に示す。志願者数は、平成 8年度

から減少傾向にあり、その対策として平成 14年度から他大学の入試日が集中する 9月に入試

日を変更した。これにより平成 14、15年度については志願者数が増加し、現在の志願者数は

60名前後となっている

表Ⅱ－7　帰国子女の志願者数と合格者・入学者数の推移
年度

区分 平成 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

志願者数 38 42 45 39 48 66 71 59 51 61

合格者数 24 19 20 23 22 51 47 35 24 29

入学者数 14 4 12 6 12 9 12 8 9 12
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　我が国と諸外国とでは高等学校のカリキュラムが異なるため、入学試験科目の数学と理科に

ついては、試験問題を選択制にしている。また、合格者に対する基礎学力の向上と、我が国の

高等学校のカリキュラムに沿った教育を体験させるため、数学と物理、化学の入学前予備教育

制度を採用し、帰国子女の入学前学習を実施している［Ⅱ－ 2－ 2－（4）－⑤帰国子女予備

教育課程の開講（73頁）参照］。

（ 4）外国人留学生入学者選抜制度

　外国人留学生入学者選抜制度は、社会の国際化に呼応して昭和 54年度より実施されてい

る。表Ⅱ－8に留学生の学部在籍状況を示す。平成 18年度の在籍者数は平成 14年に比べ、2

倍の 71名となっており、アジア地域からの留学生が主となっている。留学生の出身高等学校

における履修科目とその内容が我が国のものと異なるため、学習に困難をきたす場合がしばし

ばある。

表Ⅱ－8　外国人留学生の学部在籍状況の推移

地域

国
名

年度

ア　　　　　　　　　ジ　　　　　　　　　ア 西ヨーロッパ 中東 北　　米 中南米

合
計

中

国

韓

国

台

湾

マ
レ
ー
シ
ア

タ

イ

ベ

ト

ナ

ム

イ

ン

ド

ラ

オ

ス

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

計

ポ
ル
ト
ガ
ル

計

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

ト

ル

コ

計

米

国

計

ブ

ラ

ジ

ル

計

平成14 24（ 5）3（1）1（0）3（0）1（1）1（1）1（0）1（0）1（0）36（ 8） － － 2（0） － 2（0） － － 1（0）1（0）39（ 8）

15 33（ 6）6（1）1（0）7（1）1（1）1（1）1（0）1（0）1（0）52（10） 2（0）1（1）3（1） － － － － 52（10）

16 42（10）6（1） － 9（2） － － 1（0）1（0）1（0）60（13）1（1）1（1） － 1（1）1（1）1（0）1（0） － － 66（17）

17 58（17）5（1） － 9（2） － － － 1（0） － 73（20）1（1）1（1） － 1（1）1（1）1（0）1（0） － － 76（22）

18 56（18）4（0） － 7（1）1（0） － － 1（0） － 69（19）1（1）1（1） － 1（1）1（1）1（0）1（0） － － 72（21）

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。

　そのため、外国人留学生入学者選抜に際しては、ある程度学力があり、本学の通常の授業に

ついていけると判定された受験生のみを合格者としている。そのため、本学の留学生数は比較

的少ない。現在行っているチュータ制度、アドバイザー制度などのアフターケアをさらに充実

して、留学生をより積極的に受け入れる体制を作ることが望まれる。本学では外国人留学生委

員会が設けられており、留学生の勉学や生活上の諸問題に対処している。また、大学院生によ

るアドバイザー制度のほか、留学生と教職員との交流会や研修旅行などを行い、日本文化を体

験する一助としている。私費留学生が、経済的な問題により、留学当初の目的が達せられない

ことに配慮して、本学では私費外国人留学生に対し後期授業料の免除、教材費の補助などの支

援を行っている［Ⅳ－ 5－ 3留学生に対する支援（191頁）参照］。
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　留学生の編入学について、本学はマレーシア政府による日本留学プログラムであるツイニン

グプログラム（Twinning Program）による編入学選考を実施している。従来、マレーシアか

らの留学生は、2年制の高等学校を卒業後、本国で 2年間の日本語を含む予備教育を受け、

日本の大学の 1年次に入学していた。このため、大学卒業までの就学年数が長く、経済的な

負担が大きいという問題を抱えていた。この問題を解決するために、マレーシア政府側は、就

学年数の短縮並びに費用の削減を目的とした編入学による国費留学生の受け入れ制度を、本学

を含む日本の 13の私立大学で構成する日本マレーシア高等教育大学連合に提案してきた。そ

の内容は、留学生がマレーシア国内で、この連合から派遣された教員による 1年の予備教育

と大学 1年次の教育を受けた後に、日本の大学の 2年次へ編入するというものである（2＋

3プログラム）。本学も、この新制度による留学生を平成 13年度より受け入れており、平成

16年度には理工学部に 2名と基礎工学部に 1名、平成 17年度は工学部および理工学部に各

1名が編入学している。

　また、このプログラムは、マレーシア国内で 3年間教育し、日本の大学の 3年次に編入す

る（3＋ 2プログラム）という新制度へと移行することとなった。そのため、このプログラ

ムの第 1期生のマレーシアでの教育が平成 17年度より開始されることから、平成 18、19年

度の募集はなく、平成 20年度より再開する予定である。

（ 5）達人チャレンジ選抜制度

　平成 15年度より、理工学部および基礎工学部の一部の学科において達人チャレンジ選抜を

導入している。この制度は、従来の学力試験とは別に本学の伝統と特徴を生かしつつ、自然科

学や工業の特定領域などの専門分野に強い興味と志向を有し、かつ、科学者・技術者として優

れた潜在能力を持つと思われる学生に対し、書類審査、面接、プレゼンテーションにより入学

の機会を与えようとするものであり、毎年 15名前後の応募がある。

　なお、この制度については、達人チャレンジ選抜実施委員会にて、現状の入試実績に鑑み、

多様な学生募集をしていくことが重要であることから、そのためにも多数の学部・学科にこの

選抜方式を導入するよう検討が行われている。

（ 6）編入学制度

　本学の編入学制度は、一般選抜方式、推薦入学方式と社会人特別選抜の 3種類と山口東京

理科大学と諏訪東京理科大学の特別編入学から成っている。編入学は 4年制大学に 2年以上

在学した者と、短期大学または高等専門学校等の卒業者（卒業見込者を含む）を対象としたも

のである。理学部第二部および工学部第二部が実施していた一般選抜方式は、平成 9年度か
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表Ⅱ－9　編入学志願者数と合格者数の推移

区分
年度

理学部第二部 工学部第二部 合　　計
倍　率

志願者数 合格者数 志願者数 合格者数 志願者数 合格者数

平成 14 52 (35） 43 (32） 131 (112） 95 (84） 183 (147） 138 (116） 1.33

15 76 (61） 71 (57） 143 (112） 102 (81） 219 (173） 173 (138） 1.27

16 71 (50） 58 (42） 117 ( 85） 86 (66） 188 (135） 144 (108） 1.31

17 65 (45） 60 (41） 109 ( 88） 85 (70） 174 (133） 145 (111） 1.20

18 62 (51） 48 (40） 108 ( 84） 78 (65） 170 (135） 126 (105） 1.35

区分
年度

工学部第一部
倍　率

経営学部
倍　率

志願者数 合格者数 志願者数 合格者数

平成 14 12 (12） 2 (2） 6.00 6 (6） 3 (3） 2.00

15 20 (20） 5 (5） 4.00 2 (2） 0 (0） 0.00

16 21 (21） 3 (3） 7.00 1 (1） 0 (0） 0.00

17 8 ( 8） 1 (1） 8.00 2 (2） 0 (0） 0.00

18 12 (12） 2 (2） 6.00 1 (1） 0 (0） 0.00

（注）1．（　）内は、推薦編入学者以外の内数を示す。
2．平成 12年度から平成 14年度までの推薦編入学者数は、東京理科大学諏訪短期大学からの推薦編入
学者数を含む。

3．工学部第一部編入学は平成 12年度から実施。
4．経営学部編入学は平成 9年度から実施。

らは経営学部、平成 12年度からは工学部第一部でも実施することになった。一方、推薦入学

方式は、主に 4年制大学の卒業者（卒業見込者を含む）を対象とした制度であり、理学部第

二部では昭和 58年度から、工学部第二部では同 59年度から実施されている。さらに平成 11

年度（それまでは職場長による推薦入学）からは、社会人特別選抜による編入学が行われてい

る。

　その後、平成 15年度入試からは、山口東京理科大学からの特別編入学が行われ、平成 16

年度入試からは、諏訪東京理科大学からの特別編入学がそれぞれ特定の学科にて行われること

になった。

　合格者の編入学年は 3年次が原則であるが、出身大学あるいは出身学校における履修科目

の状況や当人の希望によっては、近年、2年次に編入学させる割合が多くなっている。

　表Ⅱ－9に平成 14年度以降の理学部第二部と工学部第二部および、工学部第一部、経営学

部の編入学志願者数と合格者数の推移を示す。理学部第二部と工学部第二部の合計志願者数

は、平成 6年度（志願者数 237名、合格者 153名）をピークに、減少の傾向にあったが、こ

こ数年は全体で 200名前後の出願傾向となっている。
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表Ⅱ－10　山口東京理科大学・諏訪東京理科大学特別編入学合格者数

（平成 18年度）
学　部 山口東京理科大学 諏訪東京理科大学

理学部第一部 0 0

理学部第二部 0 0

工学部第一部 1（0） 2（0）

工学部第二部 0 0

薬学部 0 0

理工学部 2（2） 1（0）

基礎工学部 4（1） 0

経営学部 0 4（1）

合　計 7（3） 7（1）

（注）1．平成 15年度より山口東京理科大学特別編入学を実施。
　 　2．平成 16年度より諏訪東京理科大学特別編入学を実施。

（ 7）転学部・転学科　

　転学部は後述のように、今では全学的に実施されている。特に、理学部および工学部の第二

部から第一部への転学部希望者が目立っている。中でも、理学部第二部から第一部への転学部

希望者が多い。対象は 1年次ないし 2年次在籍の学生で、受け入れ学年は 2年次ないし 3年

次である。理学部第二部から第一部への転学部志願者数・合格者数の推移および工学部第二部

から第一部への転学部志願者数・合格者数の推移をそれぞれ表Ⅱ－11と表Ⅱ－12に示す。過

去 5年の志願者総数で見ると、理学部の場合、基礎系の数学科・物理学科・化学科への志向

が強い。一方、工学部での転学部志願者は、昼間部および夜間部の両学部に設置されている建

築学科・電気工学科・経営工学科に限られ、工業化学科と機械工学科への志願者はほとんど見

られない。

　過去 5年の平均合格率は理学部で 19.0％（基礎系合格率 16.1％、応用系合格率 24.2％）、

工学部で 13.8％であるが、年度による変動が激しい。特に工学部第一部の場合、合格者が 0

ということも少なくない。他方、理学部あるいは工学部の第一部から第二部への転学部希望者

は例外的にある。その際の主な理由として、家庭の経済事情の悪化などがある。

　さらに全学部で、学部内における転学科制度を設けている。平成 18年度の転学科志願者は

理学部第一部に 1名、工学部第一部に 1名、理工学部に 2名、基礎工学部に 2名あった。

　表Ⅱ－10には平成 18年度における山口東京理科大学および諏訪東京理科大学から各学部

への編入学者数を示す。
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表Ⅱ－11　転学部志願者数・合格者数の推移（理学部第二部から理学部第一部）

学科

年度

数学科 物理学科 化学科 数理情報科学科応用物理学科 応用化学科 合　　計

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

平成 14 17 3 9 2 5 1 7 2 1 1 17 3 56 12

15 20 1 12 2 6 1 15 3 4 1 11 1 68 9

16 12 1 13 3 7 0 10 2 6 1 7 2 55 9

17 3 0 14 3 10 2 3 1 1 1 0 0 31 7

18 9 4 13 3 11 0 3 1 3 1 3 2 42 11

表Ⅱ－12　転学部志願者数・合格者数の推移（工学部第二部から工学部第一部）

学科

年度

建築学科 工業化学科 電気工学科 経営工学科 機械工学科 合計

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

志願
者数

合格
者数

平成 14 4 2 0 0 9 2 3 1 0 0 16 5

15 4 0 0 0 6 1 2 0 1 0 13 1

16 4 0 0 0 5 1 1 0 1 0 11 1

17 3 0 0 0 9 0 2 1 0 0 14 1

18 3 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4 0

　平成 7年度からは、経営学部も他学部からの転学部志願者の受け入れを開始し、平成 11年

度から薬学部を除いた全学部で、次いで平成 12年度には薬学部も含めて転学部・転学科を実

施することになった［表Ⅱ－13］。昼間部の場合、受け入れ学年は原則として 2年次である

が、単位の修得状況により 1年次になることもある。ただし、薬学部生命創薬科学科と理工

学部応用生物科学科では受け入れ学年が原則として 1年次、経営学部経営学科の受け入れ学

年は 2年次ないし 3年次となっている。また、理工学部電気電子情報工学科、基礎工学部電

子応用工学科の受け入れ学年は、1年次または 2年次となっており、基礎工学部生物工学科

では、3年次以下としている。夜間学部（理学部第二部と工学部第二部）の受け入れ学年に関

しては、理学部第二部は原則として 2年次、工学部第二部は原則として 2年次または 3年次

としている。学科によっては出願者の在籍学部や在籍学科に関する制限を設けているところも

ある。たとえば、工学部第一部、理工学部の機械工学科では他学部機械工学科からの出願は認

めない。さらに理工学部工業化学科と基礎工学部生物工学科では同学部在籍者からの出願のみ

に限定している。
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表Ⅱ－13　転学部・転学科志願者数・合格者数の推移

出　願　先 平成 17年度 平成 18年度
在籍学科 志願

者数
合格
者数

在籍学科 志願
者数

合格
者数学　部 学　科 学　部 学　科 学　部 学　科

理学部第一部

数 学 科 理学部第二部経 営 学 部
数 学 科
経 営 学 科

3
1

0
0
理学部第二部
理 工 学 部

数 学 科
数 学 科

9
1

4
1

物 理 学 科
理学部第一部
理学部第二部
理 工 学 部

応用物理学科
物 理 学 科
物 理 学 科

1
14
1

0
3
1

理学部第一部
理学部第二部
基礎工学部

応用物理学科
物 理 学 科
電子応用工学科

1
13
1

0
3
0

化 学 科 理学部第二部理 工 学 部
化 学 科
数 学 科

10
1

2
0 理学部第二部 化 学 科 11 0

数理情報科学科
理学部第二部
工学部第二部
経 営 学 部

数 学 科
経 営 工 学 科
経 営 学 科

3
1
1

1
0
0

理学部第二部
理 工 学 部
経 営 学 部

数 学 科
経 営 工 学 科
経 営 学 科

3
1
1

1
0
0

応用物理学科 理学部第二部 物 理 学 科 1 1 理学部第二部 物 理 学 科 3 1
応 用 化 学 科 0 0 理学部第二部工学部第一部

化 学 科
経 営 工 学 科

3
1

2
0

計 37 8 48 12

理学部第二部

数 学 科 理学部第二部 化 学 科 1 1 工学部第二部 経 営 工 学 科 1 1
物 理 学 科 理学部第一部理学部第二部

化 学 科
数 学 科

1
2

0
1
理学部第一部
工学部第二部

物 理 学 科
建 築 学 科

1
1

1
1

化 学 科 0 0 理学部第二部 物 理 学 科 1 1
計 4 2 4 4

工学部第一部

建 築 学 科 理学部第二部工学部第二部
物 理 学 科
建 築 学 科

1
3

1
0 工学部第二部 建 築 学 科 3 0

工 業 化 学 科 0 0 0 0
電 気 工 学 科 工学部第二部 電 気 工 学 科 9 0 工学部第二部理 工 学 部

電 気 工 学 科
電気電子情報工学科

1
1

0
0

経 営 工 学 科 工学部第二部 経 営 工 学 科 2 1 工学部第一部 電 気 工 学 科 1 1
機 械 工 学 科 基礎工学部 電子応用工学科 1 0 理学部第二部 物 理 学 科 2 0

計 16 2 8 1

工学部第二部

建 築 学 科
理学部第二部
理学部第二部
工学部第二部

数 学 科
物 理 学 科
電 気 工 学 科

1
2
2

0
0
0

0 0

電 気 工 学 科 0 0 0 0
経 営 工 学 科 理学部第一部 物 理 学 科 1 1 0 0

計 6 1 0 0

薬 学 部

薬学科（4年制） 0 0 理学部第二部 化 学 科 1 0
製 薬 学 科 理 工 学 部 機 械 工 学 科 1 0 理学部第一部 応 用 化 学 科 1 0

計 1 0 2 0
薬学科（6年制） 0 0 0 0
生命創薬科学科 0 0 0 0

計 0 0 0 0

理 工 学 部

数 学 科
理学部第二部
理学部第二部
理 工 学 部

数 学 科
物 理 学 科
物 理 学 科

5
1
1

1
0
1
理学部第二部 数 学 科 1 0

物 理 学 科 理学部第二部理 工 学 部
物 理 学 科
数 学 科

1
1

1
1
理 工 学 部
基礎工学部

応用生物科学科
材 料 工 学 科

1
1

1
1

情 報 科 学 科 0 0 0 0
応用生物科学科 0 0 理 工 学 部 物 理 学 科 1 1
建 築 学 科 0 0 0 0
工 業 化 学 科 0 0 0 0
電 気 電 子 情
報 工 学 科 0 0 0 0
経 営 工 学 科 0 0 0 0
機 械 工 学 科 0 0 理学部第二部 物 理 学 科 1 0
土 木 工 学 科 0 0 0 0

計 9 4 5 3

基礎工学部

電子応用工学科 0 0 0 0
材 料 工 学 科 基礎工学部 電子応用工学科 1 1 0 0
生 物 工 学 科 基礎工学部 材 料 工 学 科 1 0 基礎工学部基礎工学部

電子応用工学科
材 料 工 学 科

1
1

0
1

計 2 1 2 1

経 営 学 部 経 営 学 科 理学部第一部理 工 学 部
化 学 科
経 営 工 学 科

1
1

1
1
理学部第一部
工学部第二部

物 理 学 科
経 営 工 学 科

1
1

1
1

計 2 2 2 2
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（ 8）在籍

　表Ⅱ－14に学部の収容定員と在学生数の推移を示す。平成 18年度の収容定員は 14,077

名である。本学学部の収容定員は、昭和 54年度に 1万名を超え、平成 8年度には 14,800名

に達した。これは、18歳人口が急増したことに対応して、本学でも国の高等教育計画に沿っ

て、昭和 61年度より理学部第一部、工学部第一部、理工学部の全学科にわたり、臨時的入学

定員増を実施したことおよび、昭和 62年度に基礎工学部、平成 5年度に経営学部を開設した

ことによる。また、夜間学部においても、平成 3年度より理学部第二部の臨時的入学定員増

を行った。

表Ⅱ－14　学部収容定員・定員超過率の推移

区分

年度

昼間学部 夜間学部 合　　計

収　容
定　員 学生数 定　員

超過率
収　容
定　員 学生数 定　員

超過率
収　容
定　員 学生数 定　員

超過率

平成 9 11,440 14,111 1.23 3,360 4,278 1.27 14,800 18,389 1.24

10 11,440 14,137 1.24 3,360 4,171 1.24 14,800 18,308 1.24

11 11,440 14,295 1.25 3,360 4,139 1.23 14,800 18,434 1.25

12 11,415 14,535 1.27 3,348 4,074 1.22 14,763 18,609 1.26

13 11,365 14,413 1.27 3,324 4,053 1.22 14,689 18,466 1.26

14 11,290 14,358 1.27 3,288 3,990 1.21 14,578 18,348 1.26

15 11,190 14,171 1.27 3,240 3,910 1.21 14,430 18,081 1.25

16 11,090 13,676 1.23 3,192 3,770 1.18 14,282 17,446 1.22

17 11,075 13,593 1.23 3,096 3,587 1.16 14,171 17,180 1.21

18 11,065 13,455 1.22 3,012 3,452 1.15 14,077 16,907 1.20

（注）1．「昼間学部」は、理学部第一部・薬学部・工学部第一部・理工学部・基礎工学部・経営学部を示す。
　 　2．「夜間学部」は、理学部第二部・工学部第二部を示す。
　 　3．「学生数」は、学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。

　なお、臨時的定員の平成 12年度以降の取扱いについては、平成 16年度までを限度として

その延長が認められ、また臨時的定員の合計人数の 5割以内を原則として、恒常的定員とし

て残すことができるようになっていた。そのため、本学では臨時的定員 5割（185人）を平

成 16年度に恒常化した。さらに、平成 17年度には、平成 16年度に恒常化した臨時的定員 5

割（185人）分を薬学部（40人）、理工学部（105人）、経営学部（40人）へ再配分した。

　表Ⅱ－15に平成 9年度からの各学部学生数の推移を示す。大学全体としては、学部およ

び学科の増設により学部学生数が増加し、平成 18年度には 16,907名となっている。夜間

学部の学生数は、昭和 63年度に 4,946名とピークを示したが、その後減少し、ここ数年は

3,500名前後を保っている。
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表Ⅱ－15　学部学生数の推移

［昼間学部］
学部

年度 理学部第一部 薬学部 工学部第一部 理工学部 基礎工学部 経営学部 昼間学部合計

平成 9 3,235（644） 750（440） 2,240（238） 5,647（649） 1,238（218） 1,001（267）14,111（2,456）

10 3,287（644） 798（466） 2,206（253） 5,616（665） 1,214（210） 1,016（269）14,137（2,507）

11 3,425（651） 794（454） 2,210（261） 5,680（645） 1,209（202）　977（245）14,295（2,458）

12 3,389（648） 787（458） 2,287（286） 5,837（696） 1,224（215） 1,011（261）14,535（2,564）

13 3,329（625） 815（464） 2,296（300） 5,731（700） 1,205（212） 1,037（275）14,413（2,576）

14 3,320（636） 768（441） 2,338（309） 5,652（700） 1,232（221） 1,048（279）14,358（2,586）

15 3,262（639） 763（436） 2,294（318） 5,605（732） 1,229（232） 1,018（279）14,171（2,636）

16 3,179（612） 758（396） 2,196（308） 5,296（693） 1,225（229） 1,022（266）13,676（2,502）

17 3,158（610） 790（395） 2,101（293） 5,324（708） 1,203（241） 1,017（257）13,593（2,504）

18 3,060（593） 810（365） 2,006（265） 5,283（700） 1,238（249） 1,058（264）13,455（2,436）

［夜間学部］ ［大学全体］
学部

年度 理学部第二部工学部第二部夜間学部合計 全学部合計

平成 9 2,988（704） 1,290（212） 4,278（916）18,389（3,372）

10 2,909（697） 1,262（223） 4,171（920）18,308（3,427）

11 2,875（692） 1,264（215） 4,139（907）18,434（3,365）

12 2,792（664） 1,282（236） 4,074（900）18,609（3,464）

13 2,735（663） 1,318（240） 4,053（903）18,466（3,479）

14 2,671（636） 1,319（250） 3,990（886）18,348（3,472）

15 2,604（633） 1,306（251） 3,910（884）18,081（3,520）

16 2,523（604） 1,247（227） 3,770（831）17,446（3,333）

17 2,342（555） 1,245（229） 3,587（784）17,180（3,288）

18 2,236（515） 1,216（229） 3,452（744）16,907（3,180）

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。

　表Ⅱ－14には、収容定員に対する在学生数の比、すなわち定員超過率を併せて示した。昼

間学部では平成 17年度に 1.23、平成 18年度は 1.22の定員超過率を示している。文部科学

省では原則として、大学および大学院の新設に関連して、基礎となる学部等の過去 4年間の

平均入学定員超過率を 1.3以内にするよう指導しているが、本学の平成 15年度から平成 18

年度までの平均入学定員超過率は 1.22であり、この範囲内に収まっている。

　夜間学部の定員超過率は、平成元年度に 1.65に達し、これを昼間部程度の超過率にするた

め平成 3年度に理学部第二部の臨時的入学定員増を実施した。その結果、理学部、工学部を
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表Ⅱ－16　学部別進級率の推移

（単位：％）

年度
学部

進級
年次 平成 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

理学部第一部

2年

84.4 83.8 85.0 84.5 85.1 82.9 86.0 87.1 84.0 84.5

理学部第二部 60.5 62.0 58.8 61.3 54.6 62.1 64.0 62.9 59.3 64.8

工学部第一部 90.4 90.6 91.4 88.1 91.1 92.7 94.3 88.9 94.1 85.9

工学部第二部 73.2 68.6 70.4 72.2 64.2 60.2 62.6 66.8 61.2 62.9

薬 学 部
2年 98.0 92.9 93.2 92.1 92.5 88.9 91.7 93.2 94.2 95.6

4年 98.1 95.3 94.7 90.2 93.4 95.2 97.7 97.7 97.0 95.4

理 工 学 部 2年 91.4 92.0 90.8 91.9 93.5 91.4 93.0 92.4 92.0 91.1

基礎工学部 3年 82.1 79.1 83.8 80.7 80.5 85.8 86.3 85.7 89.2 92.6

（注）進級率は、最短所要学年の学生についての進級率を示す。

含めた第二部の定員超過率は、平成 5年度以降は 1.3以内に収まっている。

　このような対応により、全学的な定員超過率は年々減少し、平成 4年度に 1.27と初めて

1.3の基準を満たし、平成 18年度は 1.20となった。入学試験合格者の中から入学する学生

数を予想することの困難さを毎年経験しているが、教育水準を維持するためには、この平均入

学定員超過率を適切な範囲内に抑える努力が今後とも必要である。

（ 9）進級

　本学では、東京物理学校からの伝統を継承し、1年次における指定必修科目の単位を修得し

なければ 2年次に進級できないという、いわゆる関門制度を実施してきた。しかし、現在で

は、その根本理念は依然として継承しているものの、その適用は各学部学科で多様化してお

り、理学部、工学部、理工学部においては、2年次進級時、薬学科では平成 18年度入学生か

らは 6年次進級時を除く全ての進級時、また、生命創薬科学科では全ての進級時、基礎工学

部では 3年次進級時に関門制度を実施している。また、経営学部では関門制度は実施してい

ないが、履修上の工夫で同様の効果を実現している。

　表Ⅱ－16に各学部の進級率を示す。昼間学部の進級率は 80～90％の範囲にあるのに対し、

夜間学部では約 60％と低い。薬学部と基礎工学部を除く、昼間学部における推薦入学者の 2

年次進級率の推移を表Ⅱ－17に示す。各学部では 88～99.4％の間を推移している。なお、

夜間学部における推薦入学者の 2年次進級率については［Ⅶ－ 2－ 2－（1）夜間学部推薦

入学制度（262頁）］で述べる。
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表Ⅱ－17　昼間学部推薦入学者の2年次進級率の推移

（単位：％）

年　度
学　部 平成 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

理学部第一部 97.8 92.1 90.4 95.5 92.1 88.0 93.2 90.3 89.2 91.0

工学部第一部 96.8 92.5 89.7 94.9 90.4 90.5 94.7 91.4 93.9 93.4

理 工 学 部 94.9 94.2 99.3 93.9 98.9 99.4 96.9 94.9 93.4 92.9

（10）退学

　本学における退学者数の推移を表Ⅳ－31（188頁）に示した。退学者数は年度によってば

らつきはあるが、平成 17年度は 269名で全学生数に対して約 1.6％を占める。これらの学生

の抱える諸問題に対して、大学としてさらに多様な支援体制を整備していくことが必要であろ

う。

　退学理由で進路変更が半数以上を占めるとともに、勉学意欲喪失が 10％以上となってい

る。

　学業上の理由による退学者が大きな割合を占めるのは、入学生の学力の多様化や学問への適

性への不安なども大きな要因となっていると考えられる。大学としてなお一層、学生の修学お

よび生活上さらに将来展望などへの教育支援体制を進めていくことが必要である。経済上の理

由も 10％以上を占めるが、近年の社会環境の急速な変化も一因と考えられる。

　本学においては、理大奨学金の緊急採用の制度を平成 15年度から導入し、平成 15年度に

4人、平成 16年度に 5人、平成 17年度に 1人が利用している。さらに、父母会（こうよう

会）においても学部学生に対し給費制緊急奨学金制度を平成 17年度に導入し、平成 18年度

に 1人が利用した。近年の様々な社会環境の変化を見据えて、さらに一層柔軟な幅広い経済

支援体制を整備していくことが必要である。

　心と体の不安を抱える学生もこれからはさらに増加していくであろうと思われる。大学もそ

れに対するケア体制を整備しているが、今後はさらに積極的な支援システムを構築していくこ

とも必要である。

　入学した学生を教育し、有為な人材として社会に送り出すことが大学の使命であり、退学者

の現状を把握分析し適切な支援体制を今後とも継続的に整備していくべきである。
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2 　教育課程　

（ 1）カリキュラム

　①　卒業所要単位数

　平成 5年度、理事長並びに学長の諮問委員会である「教育高度化推進委員会」の答申に従

って、教育内容の大幅な見直しが行われ、翌 6年度にカリキュラムの大幅な改革が実施され

た。平成 5年度以前、教育課程の授業科目は一般教育科目、基礎教育科目、外国語科目、保

健体育科目、および専門教育科目により構成されていたが、検討の結果、授業科目を基礎科

目、専門科目、一般科目および自由科目に再編成した。それに加えて、大学設置基準に定める

124単位以上という卒業所要単位数に対し、本学では 140単位を超える卒業所要単位数を課

した学部学科が存在したが、このカリキュラム改訂を機に 22学科で卒業所要単位数が削減さ

れた。授業科目の分類と各学部の卒業所要単位数を表Ⅱ－18に示す。また、授業科目の概要

を以下に示す。

　ア　一般科目

　一般科目は英語と人間科学からなる。人間科学は英語以外の外国語や人文・社会分野の

科目、保健体育に関する科目等である。卒業所要単位として英語は 8単位以上、人間科

学は 14～24単位を課している。

　イ　基礎科目

　基礎科目は、基幹基礎、専門基礎、関連専門基礎に区分されている。これに割り当てら

れている各学科の単位数は平均で 31単位である。

　ウ　専門科目

　専門科目に課している単位数は、各学科（4年制）で 52～79単位と開きがある。

　また、薬学部薬学科（6年制）は 143単位となっている。

　エ　自由科目

　自由科目は、広く学部学科の壁を越えて、幅広い教養を身に付けることを目的として設

けられた。各学科は独自に自由科目を設定しており、他学科の基礎科目、専門科目等を選

択できる学科も見受けられる。

　②　教職課程

　東京物理学校の時代から、本学の多くの卒業生が中学校・高等学校の理数系教員として教育

界に進出し、活躍してきた。このような伝統は、本学における教職課程教育によるところが大

である。教職を志望する学生は、理学部第一部、理学部第二部および理工学部の理系に多く、
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表Ⅱ－18　学部卒業に必要な単位数［平成 18 年度］

学　　 部 学 　 　 科
専門科目 基礎科目 一般科目

自由
科目 合計

必修 選択
必修 選択 専門

基礎
基幹
基礎

関連専
門基礎 英語 情報 日本語

表現法
人間
科学

理 学 部
第 一 部

数 学 科 30 － 24 28 4 6 8 － － 20 4 124
物 理 学 科 15 16 37 8 12 4 8 － － 16 8 124
化 学 科 30 4 24 16 12 6 8 － － 16 8 124
数理情報科学科 12 32 20 18 6 4 8 － － 20 4 124
応 用 物 理 学 科 30 － 32 14 12 4 8 － － 16 8 124
応 用 化 学 科 38 4 12 16 16 6 8 － － 16 8 124

理 学 部
第 二 部

数 学 科 26 － 46 18 4 4 8 － － 18 － 124
物 理 学 科 19 － 49 12 10 8 8 － － 18 － 124
化 学 科 42 － 28 12 8 8 8 － － 18 － 124

工 学 部
第 一 部

建 築 学 科 35 5 25 22 11 － 8 － － 22 － 128
工 業 化 学 科 24 16 22 26 12 － 8 － － 22 － 130
電 気 工 学 科 24 26 14 17 18 － 8 － － 22 － 129
経 営 工 学 科 29 12 28 11 18 － 8 － － 22 － 128
機 械 工 学 科 34 10 22 10 18 4 10 － － 20 － 128

工 学 部
第 二 部

建 築 学 科 26 17 15 22 10 2 8 － － 20 4 124
電 気 工 学 科 18 20 14 22 14 4 8 － － 20 4 124
経 営 工 学 科 34 － 30 16 12 － 8 － － 20 4 124

薬 学 部

薬 学 科（6年 制 ） 129 1 13 21 12 2 8 － － 14 4 204
生命創薬科学科 59 10 10 18 9 4 8 － － 14 4 136
薬 学 科（4年 制 ） 58 1 18 21 8 4 8 － － 14 4 136
製 薬 学 科 58 1 18 21 8 4 8 － － 14 4 136

理工学部

数 学 科 26 12 24 20 － 6 8 － － 20 8 124
物 理 学 科 24 2 30 10 24 － 8 － － 24 4 126
情 報 科 学 科 26 － 38 20 6 － 8 － － 22 6 126
応用生物科学科 32 14 20 10 18 － 8 － － 24 4 130
建 築 学 科 33 4 31 16 12 － 8 － － 18 8 130
工 業 化 学 科 16 23 31 12 16 － 8 － － 20 4 130
電気電子情報工学科 31 － 37 10 20 － 8 － － 20 4 130
経 営 工 学 科 31 － 25 14 14 6 8 － － 24 4 126
機 械 工 学 科 42 6 26 12 12 2 8 － － 18 4 130
土 木 工 学 科 6 － 57 13 12 6 8 － － 18 4 124

基 礎 工
学 部

電子応用工学科 33 14 12 18 22 － 8 － － 20 4 131
材 料 工 学 科 18 14 32 14 20 － 8 － － 20 4 130
生 物 工 学 科 32 20 16 13 20 － 8 － － 20 2 131

経営学部 経 営 学 科 8 14 34 18 8 10 10 2 － 14 10 128

そのような新入学生に対して教職課程ガイダンスを実施し、さらに教職課程委員会において、

教職課程科目の編成並びに教育実習の実施に関する事項などが検討されている。
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　特に、平成 10年に教育職員免許法が改正され、教職に関する科目の単位数が大幅に増加し

たことから、教職に係るカリキュラムについて全学的に検討が行われ、新たな教職課程に基づ

くカリキュラムが平成 12年度入学生より適用されることとなった。

　さらに、平成 12年度に教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（改正省令）が交付

され、7月 1日から施行された。その趣旨は、「情報および福祉の教科についての高等学校教

諭の普通免許状の授与を受ける場合の単位の修得方法を定めるとともに、特別免許状を有する

教員が所定の職年数と単位の修得により普通免許状の授与を受ける場合の単位の修得法を定め

る等の改正を行うもの」である。本学でもこの「情報」の普通免許状授与の条件を満たしてい

る 7学部（計 13学科）が、教育職員免許状「情報」に係る課程の申請を行い、平成 12年 12

月に認定された。「情報」に係る教職課程のカリキュラムは、平成 13年度より適用されてい

る。さらに、「情報」専修免許状が理工学研究科、経営学研究科で取得可能になった。

（ 2）シラバス

　本学では、従来、学修簿並びに講義概要を年度初めに学生に配布し、併せて授業オリエンテ

ーションを設け、履修ガイダンスを実施してきたが、平成 5年度の教育高度化推進委員会の

答申にシラバスの導入が盛り込まれたことに応じて、同 6年度より学部別にシラバス（授業

計画）を作成し、学生、教員に配布することになった。

　シラバスには学生が履修すべき授業内容の他に、授業項目、進度、教科書並びに参考書、成

績評価方法、履修上の注意および教員のオフィスアワー（質問や相談の時間）とその場所を明

記するなど、学生が効果的に学習する上での情報がきめ細かく提供されている。さらに教員に

とってシラバスは、カリキュラムの点検、教科項目の欠けている部分の点検や他教員の授業科

目との内容重複を知るための資料となり、授業内容の改善に大いに役立っている。

　しかし、学部ごとのシラバスは大部の印刷物であったため、学生が日常それを持ち歩き、授

業の参考にすることはほとんど不可能であった。また他学部のシラバスを見る方法も図書館の

利用などに限定されていた。このようなことから、さらに有効かつ容易に学生がシラバスを利

用できるような対策を講じることが課題として残されていた。その解決策としてシラバスの電

子化が検討され、平成 11年度から本学のホームページを通じ、学生は、自学科の開講科目の

情報はもとより、他学科や他学部の開講科目の情報も容易に手に入れることができるようにな

った。現在は、新入生に対して CD-ROM版のシラバスを配布し、周知している。
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表Ⅱ－19　他学部履修状況
受け入れ学部 理学部第一部 工学部第一部 薬学部 理工学部 基礎工学部 計

所属学部 年度 科目数延人数科目数延人数科目数延人数科目数延人数科目数延人数科目数延人数

理学部
第一部

平成 18年度 2 2 － － － － － － 2 2

　　 17年度 4 22 － － － － － － 4 22

　　 16年度 12 14 － － － － － － 12 14

　　 15年度 4 10 － － － － － － 4 10

工学部
第一部

平成 18年度 26 229 － － － － － － 26 229

　　 17年度 15 11 － － － － － － 15 11

　　 16年度 21 30 － － － － － － 21 30

　　 15年度 6 6 － － － － － － 6 6

薬学部

平成 18年度 － － － － － － － － － －

　　 17年度 － － － － 12 20 － － 12 20

　　 16年度 0 0 － － 5 6 1 1 6 7

　　 15年度 0 0 － － 1 7 0 0 1 7

理工学部

平成 18年度 － － － － － － 4 9 4 9

　　 17年度 － － － － 8 9 17 34 25 43

　　 16年度 － － － － 9 22 27 47 36 69

　　 15年度 － － － － 8 27 20 66 28 93

基　礎
工学部

平成 18年度 － － － － － － 48 63 48 63

　　 17年度 － － － － 6 6 40 75 46 81

　　 16年度 － － － － 3 9 66 127 69 136

　　 15年度 － － － － 5 6 35 99 40 105

（ 3）他学部科目の履修　

　学生の幅広い知識の吸収欲に応えて履修科目選択の自由度を広げるために、本学の神楽坂キ

ャンパスおよび野田キャンパスにおいては、学生が所属する学部内の他学科のみならず、他学

部科目の履修も可能となるような配慮をしている。この他学部科目の履修制度は、野田キャン

パスでは平成 9年度、神楽坂キャンパスでは平成 10年度よりスタートした。

　各学科が他学部学生に開放する科目は開講科目の一部に限られているが、他学部科目を履

修する学生は多く、平成 17年度は延べ 177名、平成 18年度は延べ 303名であった［表Ⅱ－

19］。学生がこの制度を活用し、幅広い知識を身につけることができれば、社会における活躍

の場が更に広がり、履修科目選択制度の効果はさらに大きくなるものと思われる。
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（ 4）本学の特色ある教育について

　本学では以下のような特色ある教育を行っている。

　①　一般教養

　本学では、科学技術の先端的な専門教育過程と並行して、幅広い一般科目のカリキュラムを

導入している。人文系や社会の諸問題に関する「人間科学」、国際人としてのコミュニケーシ

ョン能力の向上を目指した ｢英語｣というふたつの分野を学ぶことによって、国際的なリーダ

ーシップを発揮しうる、バランス感覚のある人間力の育成を目指している。

　②　専門教育

　本学では、すべての学部、学科で、時代ニーズにマッチした専門領域を分類してカリキュラ

ムを構築すると共に、全領域に共通した基礎科目を用意している。このカリキュラムによっ

て、学生が科学の基礎から専門科目の基礎固めができるように配慮すると共に、学生の関心に

よって多彩な専門科目を聴講できるようなシステムを構築している。

　③　卒業研究指導

　学生は、学部 4年次に研究室に配属され、教員の指導のもとで学生個別にテーマを設定し、

卒業研究を実施する。卒業研究は、学部の専門教育を礎とした実践的教育であると共に、学生

の自主性や独創性を育成することを目指している。また研究室における指導では、論文読解や

プレゼンテーション能力の育成や、研究室における人間的な交流を通して協調性や人間力の育

成を進めている。これらの取り組みによって、卒業後の社会活動において「真価」を有する実

践的な人材育成が可能となっている。なお、卒業研究については、学科によって必修・選択が

両立されている。

　④　理数系基礎科目の補習教育

　高等学校学習指導要領の改訂および入学試験の多様化に伴い、高等学校で理数系基礎科目の

修得が充分ではない学生が入学することがある本学では、多くの学科が修得不充分な学生に対

して補習教育を実施し、学科が必要とする理数系基礎科目の理解度を 1年次終了時に同レベ

ルになるよう支援している。

　補習教育としては、補習授業に加えて、未履修学生を個別に指導している学部、学科もあ

る。補習授業に対しても単位が与えられているが、必修とするか選択とするかおよび卒業単位

に含めるか否かは学科により異なる。

　⑤　帰国子女予備教育課程の開講

　本学は帰国子女を積極的に受け入れている。入学が決まった帰国子女のうち、希望者に対し
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て入学前に予備教育課程を開講し、入学後の勉学に支障をきたさぬよう支援をしている。予備

教育課程の内容は、理工学の主要基礎科目となる化学、物理および数学で、受講生は各人の希

望により科目を選択できる。特に数学は演習を多く取り入れて、基礎的な学力のさらなる充実

を計るよう工夫している。講師は本学出身の高等学校教員が中心となり、12月より 3ヶ月間、

本学独自の方法で集中教育を実施している。

　⑥　セミナーハウスを利用した教育

　本学では、野田校舎にあるセミナーハウスを利用して、新入学生を対象とした共通施設利用

教育や、セミナーハウス特別講義などを実施している。

　ア　共通施設利用教育

　野田地区と神楽坂地区の教育施設一体化利用の一環として行われているもので、昭和

57年度より、共通施設利用教育実施委員会が設置されている。神楽坂地区全学部の新入

生を対象とし、主として必修科目の集中授業が実施されているが、その内容は、各学部、

各学科で独自に決定される。この教育は、講義、演習、実習、体育、教員との懇親会など

幅広い取り組みにより学生間並びに学生と教員間の交流の場となっており、特別教室の設

立の目的に沿うものとなっている。

　イ　セミナーハウス特別講義

　本学学生に対して「より広い視野をもって学問に取り組むこと」を期待して設けられた

ものである。現在は 2泊 3日の日程で行われており、ほとんどの学部が、一般科目とし

て 2単位を認定している。一つのテーマに対して、講師がそれぞれの専門分野から講義

を行い、さらに学生との討論を通して、幅広い視野の教育が行われている［参考資料Ⅱ－

1（351頁）参照］。

　⑦　二村基金セミナー

　本学の同窓生である故二村冨久氏は東京物理学校に学び、敗戦により荒廃した祖国の再建の

ために物を造り国家社会に奉仕しようと決意された。また、母校への感謝をこめて人格形成の

基礎となる日本精神を学ぶ精神教育の一助に基金を寄付された。二村化学工業株式会社からの

寄付基金をもとに、「二村基金セミナー」と呼ばれる学生を対象としたセミナーが昭和 60年

から開催されている。当セミナーは、理工系学生にとって疎遠になりがちな日本文化への理解

を深め、幅広い豊かな人間性を養うことができるような題材をテーマに開催されている。

　平成 18年度には橘右門氏により寄席文字橘流の実演が野田校舎で開催され、また、神楽坂

の矢来能楽堂にて能楽師　小島英明氏による謡い、仕舞い、能舞台の魅力についての鑑賞会が
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開催された。過去のテーマと講師を巻末の参考資料Ⅱ－2（352頁）に示す。

　⑧　海外短期英語研修

　本学では、短期海外留学や交換留学の充実に努め、外国での授業や現地大学生との交流、学

生寮での生活、ホームステイなど、外国での生活を通して、英語能力や IT関連の知識の向上

を図り、国際感覚を養うことを目指している。

　本学では平成 2年から米国のオレゴン州にあるポートランド州立大学（PSU）との連携に

よる「オレゴンサマープログラム」を行っている。このプログラムは、10年以上の実績を有

し、夏期 4週間の日程で、本学教員に引率された参加者がポートランド州立大学の教養と英

語のクラスにおいて米国の科学技術や文化を学ぶとともに、総合的英語能力を高め、米国の自

然や生活の体験を通して国際理解を深めている。平成 18年度には 2グループに分かれて実施

され、参加学生数は 92名（山口東京理科大学からの参加者 2名を含む）であった ｡

　プログラム終了後、単位認定を希望する学生には、PSUでの成績評価を審査し、一般科目

の 2単位が与えられる。

　この他にも海外の 22の大学・研究機関と学術交流協定を締結しており、学生の研究交流を

行なうなど、国際交流を通した特色ある教育を推進している。

　また、平成 18年度は、米国カリフォルニア州にあるカリフォルニア大学サンタクルーズ校

（UCSC）による「シリコンバレーIT&英語プログラム」、インドプネ市にあるプネ大学と提

携するソフトブリッジによる「インド IT&英語プログラム」が実施され、それぞれ 18名、8

名の参加者があった。

　⑨　基礎工学部 1年次の全寮制教育

　基礎工学部に入学した学生は、北海道長万部町で 1年間の全寮制教養教育を受けた後、2

年次から野田校舎で専門教育を受ける。

　1年次の全寮制に基づく教育は、共同生活を通じ、人間形成においてきわめて重要な協調と

競争との調和、自己と社会性との両立などを実践的に学ぶことを意図して行われている。ま

た、北海道の広々とした大自然豊かな環境のもと、学生は地域住民との交流をはじめ四季それ

ぞれの変化を体験するとともに、サケの遡上観察、冬期のスキー実習等を通し、自然を理解し

尊重する豊かな心と独創力を養えるようになっている。

　この全寮制に基づく全人的教養教育の取り組みが社会的に評価され、平成 15年 9月には

文部科学省の「特色ある大学教育支援プログラム」に採択された、また平成 18年 7月には

「現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代 GP）」の「ニーズに基づく人材育成を目指した
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e-Learning Programの開発」の項目に、“全人的教養教育の新たな展開”というテーマで採

択された。

　創設後 20年目に入った今日、その成果は、高い大学院進学率、就職先での高い評価等に結

実しており、更なる充実・発展が期待されている。なお、平成 18年 6月には、長万部キャン

パスで本学創立 125周年の一環として創設 20周年記念行事が盛大にとり行われた。

　⑩　6年制薬学部について　　

　医療の多様化と複雑化による薬剤師業務の高度化に伴い、学校教育法が改正され、薬剤師国

家試験受験資格を得るための薬学部（あるいは薬学科）の大学修業年限が平成 18度入学者よ

り 4年間から 6年間へと延長された。これに伴い本学薬学部は、平成 18年度入学生から、

薬剤師養成を主眼にした定員 80名の 6年制の薬学科と、薬学研究者の養成を目指した定員

100名の 4年制の生命創薬科学科の 2学科体制で再スタートした。薬学科定員 80名は私立大

学の中では最少であり、生命創薬科学科定員 100名は全国薬系大学の 4年制学科では最も多

い。このような少人数の 6年制学科の設定は、より高度な資質を有する薬剤師養成を目的と

したためである。すなわち、薬学科においては薬学の基礎教育と医薬品に関する専門教育に加

えて、制度改正で最も要求されている薬剤師業務に関する実習として、学内での多様な実習と

長期にわたる病院や薬局での実務実習を行う必要がある。本学では薬学科定員を限定すること

により、多くの定員を擁する他大学と比べて、密度の高い教育の実践を意図している。一方、

本学卒業生は他の私立薬系大学と異なり、半数が大学院に進学した後、製薬企業等に研究・開

発職として採用され、薬剤師免許を使用しない卒業生が多い。これは旧国立大学と同じ進路傾

向であるが、裏を返せば薬学研究者の育成に対する社会的要請の高いことを意味する。したが

って本学では、多様な薬学領域の研究を遂行できる研究者の育成を意図して、上記の定員を擁

する 4年制学科を設置した。

　以上のように本学薬学部は、従来と異なり教育目標と卒業後進路が異なる 2学科体制とし

たが、これに伴い教員の再配置、薬剤師実務家教員の採用、並びにカリキュラムの大幅改訂を

行った。特に薬学科については、実務実習の充実のために野田市キッコーマン総合病院とつく

ば市筑波大学付属病院を基幹病院とした実習体制の整備、病院・調剤薬局での実務実習を行う

ための能力基準として CBTやOSCEへの対応など新しいシステムを構築している。また、生

命創薬科学科では医薬品に関する基礎的専門的教育と薬剤師教育に縛られない薬学研究能力を

育成するためのカリキュラムの設定、さらに生命科学研究所などキャンパス内の諸研究施設と

の共同体制など研究環境の整備を行っている。
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　このように両学科がそれぞれの目的に対応した教育・研究体制の整備を行っている。しか

し、本学における薬学教育の大きな特色は、医療薬学と基礎薬学研究を目指す両学科が各々の

個性を発揮した教育を行うのみならず、相互の連携により、「研究心のある薬剤師」と「医療

を支える薬学研究者」という、偏りがなく、社会的要請に応えられる高度な人材の育成を行う

ことにある。他大学にない両学科の有機的連携による新しい薬剤師・研究者の輩出が期待され

る。

　なお、暫定措置として、平成 18年度から平成 29年度までの入学生にあっては、4年制生

命創薬科学科卒業生であっても、大学院修士課程進学や実務実習の履行など一定要件を満たし

た場合には、薬剤師国家試験受験資格を得ることができる。その対応についても両学科の教員

で対応できるシステムを構築している。

3 　進路　　

　表Ⅱ－20に、平成 13年度以降の学部卒業者数の推移を示す。卒業者数は毎年 4,000名弱

で推移しており、卒業生に占める女子の割合はおおむね 2割である。

表Ⅱ－20　学部卒業者数の推移
［昼間学部］

学部
年度 理学部第一部 薬学部 工学部第一部 理工学部 基礎工学部 経営学部 昼間学部

合　計

平成 13 717（134） 216（126） 510（76） 1,290（164） 241（39） 217（60） 3,191（599）

14 771（151） 179（99） 492（52） 1,265（133） 278（46） 219（58） 3,204（539）

15 727（161） 184（117） 560（78） 1,444（208） 282（58） 238（72） 3,435（694）

16 638（134） 178（98） 510（75） 1,229（166） 291（46） 265（74） 3,111（593）

17 714（156） 177（105） 554（87） 1,242（165） 271（55） 228（61） 3,186（629）

［夜間学部］　　　　　　　　　　　　　　　［大学全体］
学部

年度 理学部第二部 工学部第二部 夜間学部
合　　計

全　学　部
合　　計

学部卒業者数
累　　計

平成 13 491（143） 235（43） 726（186） 3,917（785） 124,981

14 471（130） 232（46） 703（176） 3,907（715） 128,888

15 464（128） 259（64） 723（192） 4,158（886） 133,046

16 479（133） 216（52） 695（185） 3,806（778） 136,852

17 457（128） 227（44） 684（172） 3,870（801） 140,722

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）
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　昭和 58年度入学生から平成 10年度入学生までの、各学部の入学年度別卒業率（入学者に

対して、在学の許容期間である 8年間以内で卒業した学生数が占める割合）の推移を図Ⅱ－3

に、また昭和 62年度入学生から平成 14年度入学生までの入学年度別最短卒業率（入学した

ときの入学者数に対して、最短の在学年限である 4年間で卒業した学生数が占める割合）の

推移を図Ⅱ－4に示す。昼間学部学生の最短卒業率は、薬学部を除いてほぼ全国の大学平均と

同じ傾向となっている。夜間学部では卒業率、最短卒業率ともに昼間学部の場合より低い数字

になっている。最短卒業率が低率であるのは、東京物理学校時代からの伝統として進級・卒業

条件を厳しく設定していることが主な理由と考えられるが、夜間学部では進路変更、勉学意欲

喪失といった理由で退学する者も少なからず見られる。また、夜間学部については、昼間学部

と比較して、授業時間割の密度が高いことに加え、近年の志願者数減少により、勉学目的のあ

まり明確でない者や基礎学力が十分でない者の入学比率が増加したこともその一因であろう。

このため、各学科で補習科目を置くなどして卒業率を高める対策を講じている。
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図Ⅱ－4　最短卒業率の推移
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　図Ⅱ－5に、平成 13年度から平成 17年度までの学部卒業者の進路状況の推移を示す。国

内景気は好調に推移しつつあるものの、企業の事業内容の多角化など、技術革新・グローバル

化に対応できる基幹要員としての技術者・研究者が求められる厳選採用の就職環境の下、本

学の卒業生に対する社会的評価は高く、良好な就職状況を維持している。卒業後の進路として

は、平成 14年度に大学院進学者が民間企業への就職者を初めて上回った。各年度の卒業者数

に対する比率で見ると、大学院への進学者は、昼間学部の場合、平成 13年度に 42.3％であ

ったものが、その後増加傾向を示し、平成 17年度には 48.3％となっている。これは、近年

の一般的な傾向として、企業、教育界から高度な専門知識を有する大学院修士課程修了者への

期待が高まっていることを示している。一方、企業への就職者は平成 13年度には 44.9％で

あったものが、その後減少傾向を示し、平成 16年度には 37.7％と減少したが、景気の回復

や技術革新への対応等から、平成 17年度は 41.1％と上昇した。教育界への就職者数は少人

数学級制の導入や団塊世代の退職などにより需要が増加しつつあるものの、就職者数は横ばい
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（ 1）企業

　表Ⅱ－21に平成 17年度卒業生の民間企業・就職者数上位 50社（6人以上）を示す。企業

は景気回復を背景に人材の採用に意欲を高めている。平成 17年度は日立製作所、NEC、ト

ヨタ自動車、NTTデータ、リコー、本田技研工業、キヤノン、大日本印刷などが就職者数の

上位を占めている。特に電機・自動車・IT業界からの求人が多く、就職者数も多い。また図

Ⅱ－5に示すように、非製造業への就職比率が 7割程度となっている。

（ 2）教職

　東京物理学校の時代以来、本学から数多くの卒業生が中学校・高等学校の理数系教員として

教育界に進出し、活躍してきた。図Ⅱ－6に、本学の教職就職者数の推移を、全国の大学の場

合と比較して示す。全国の大学の教職就職者数は『学校基本調査報告書』（文部科学省）にお

ける「大学卒業後の状況」の「職業別就職者数」の表から、理学部門の中学校教員と高等学校

教員の合計を求めたものである。これによると、本学の教職就職者数は、昭和 56年度を境に

減少傾向となり、平成 12年度は 36名であったが、平成 13年度から上昇に転じ、平成 14年

度以降は 60名台で推移している。平成 17年度における全国大学の理学系における教職就職

者数は 639名で、教員世代交代期を迎え、回復基調を示している。

図Ⅱ－5　学部卒業者進路状況の推移（単位：人）
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で推移している。国家・地方公務員になる学部卒業生の数は、民間企業の雇用拡大や行政改革

の影響からか減少傾向にある。
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表Ⅱ－21　民間企業・就職者数上位 50社［平成 17 年度］
順位 会社名 就職者数 順位 会社名 就職者数

1 ㈱日立製作所 35名 27 花王㈱ 9

2 ＮＥＣ㈱ 29 28 ソニー㈱ 9

3 トヨタ自動車㈱ 28 29 ＴＩＳ㈱ 9

4 ㈱ＮＴＴデータ 26 30 ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ 9

5 ㈱リコー 21 31 松下電器産業㈱ 8

6 本田技研工業㈱ 19 32 セイコーエプソン㈱ 8

7 キヤノン㈱ 19 33 スズキ㈱ 8

8 大日本印刷㈱ 17 34 オリンパス㈱ 8

9 富士ゼロックス㈱ 14 35 ㈱ブリヂストン 8

10 中外製薬㈱ 14 36 ㈱デンソー 8

11 三菱重工業㈱ 14 37 ㈱インテック 8

12 ＮＥＣソフト㈱ 14 38 富士写真フイルム㈱ 7

13 ㈱東芝 14 39 日本ヒューレット・パッカード㈱ 7

14 凸版印刷㈱ 13 40 ＪＲ東日本㈱ 7

15 ㈱野村総合研究所 13 41 東京電力㈱ 7

16 ㈱豊田自動織機 12 42 清水建設㈱ 7

17 富士通㈱ 11 43 三菱自動車工業㈱ 7

18 三菱電機㈱ 11 44 ㈱電通国際情報サービス 7

19 伊藤忠テクノサイエンス㈱ 11 45 ㈱アインファーマシーズ 7

20 ヤフー㈱ 11 46 大和ハウス工業㈱ 6

21 ㈱大和総研 11 47 石川島播磨重工業㈱ 6

22 ㈱アイ・ティ・フロンティア 11 48 ローム㈱ 6

23 ＮＴＴ東日本㈱ 10 49 シャープ㈱ 6

24 積水ハウス㈱ 10 50 カシオ計算機㈱ 6

25 新日鉄ソリューションズ㈱ 10

26 東レ㈱ 9 （以上 50社）

（注）大学院修了者を含む。

　また、表Ⅱ－22に本学の公立中学校・高等学校への教科別教員採用候補者選考試験合格者

数を示す。近年、就学適齢人口の減少から教員採用数は減少し、教職志望者数と合格者数の減

少を招いてきたが、「団塊世代の大量定年」問題を迎え、回復傾向が見られるようになってき

た。しかし本学では、教職志望者が減少傾向にあるため合格者数は 2年続けて減少した。
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図Ⅱ－6　全国の大学と本学における教職就職者数の推移（学部）

　表Ⅱ－23に、本学の公立中学校・高等学校教員採用試験受験者数および合格者数を都道府

県別に示す。受験者・合格者ともに首都圏に集中しているのは需給のバランスをそのまま示し

ている。

表Ⅱ－22　公立中学校・高等学校　教科別教員採用試験合格者数の推移

区分
年度

中　学　校 高等学校
合　計

数　学 理　科 その他 小　計 数　学 物　理 化学 その他 小計

平成 7 11 14 0 25 12 1 2 2 17 42

8 15 16 0 31 8 2 3 2 15 46

9 20 12 0 32 14 1 3 1 19 51

10 19 16 0 35 13 2 1 4 20 55

11 9 9 0 18 10 0 3 1 14 32

12 8 4 0 12 15 2 0 2 19 31

13 11 4 0 15 8 1 1 0 10 25

14 16 9 0 25 8 1 0 1 10 35

15 22 6 0 28 14 0 1 1 16 44

16 37 3 0 40 14 4 1 3 22 62

17 40 4 0 44 11 0 0 2 13 57

18 27 5 1 33 7 2 0 0 9 42
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（ 3）進学

　表Ⅱ－24に過去 5年間の本学卒業生の学部別大学院進学者数を、また表Ⅱ－25には平成

16年度および 17年度の大学別進学者数・大学院一覧表を示す。大学院進学者数と進学率は

ともに増加傾向にあり、平成 17年度における本学修士課程への進学者は 1,210名となって

いる。また、他大学大学院への進学者数は全学 442名にのぼっている。他大学大学院への進

学者分を含めた昼間学部と夜間学部の進学率は、それぞれ 48.3％と 16.4％である。企業に

おける理工系修士課程修了生への期待の高まりや、全国的に大学院重点化が推進されているこ

と、さらには本学は研究・開発志向の学生が多く、より高度な学識を修得したいという意識が

高いこともあり、今後も大学院への進学はさらに増加することが予想される。

表Ⅱ－23　公立中学校・高等学校教員都道府県別合格者数［平成 18 年度］
都道府県市 受験者数 合格者数

北 海 道 3 2

札 幌 市 1 0

岩 手 1 1

茨 城 2 2

栃 木 2 0

群 馬 4 2

埼 玉 12 1

さいたま市 2 1

千 葉 3 2

東 京 51 22

神 奈 川 5 2

横 浜 市 6 1

川 崎 市 1 1

新 潟 2 2

愛 知 2 1

三 重 1 0

広 島 1 0

岡 山 1 1

沖 縄 1 1

合　　計 101 42

昨年度 153 57
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表Ⅱ－24　学部別大学院修士課程進学者数の推移
年度

区分
学部

平成 13 14 15 16 17

卒業者 進学者 進学率 卒業者 進学者 進学率 卒業者 進学者 進学率 卒業者 進学者 進学率 卒業者 進学者 進学率

理学部第一部 717 294 41.0 771 373 48.4 727 334 45.9 638 356 55.8 714 340 47.6

薬 学 部 216 92 42.6 179 77 43.0 184 88 47.8 178 107 60.1 177 100 56.5

工学部第一部 510 242 47.5 492 248 50.4 560 256 45.7 510 281 55.1 554 300 54.2

理 工 学 部 1,290 544 42.2 1,265 616 48.7 1,444 676 46.8 1,229 596 48.5 1,242 601 48.4

基 礎 工 学 部 241 161 66.8 278 193 69.4 282 178 63.1 291 188 64.6 271 188 69.4

経 営 学 部 217 19 8.8 219 14 6.4 238 16 6.7 265 32 12.1 228 11 4.8

昼間学部小計 3,191 1,352 42.4 3,204 1,521 47.5 3,435 1,548 45.1 3,111 1,560 50.1 3,186 1,540 48.3

理学部第二部 491 56 11.4 471 66 14.0 464 58 12.5 479 78 16.3 457 92 20.1

工学部第二部 235 24 10.2 232 21 9.1 259 24 9.3 216 28 13.0 227 20 8.8

夜間学部小計 726 80 11.0 703 87 12.4 723 82 11.3 695 106 15.3 684 112 16.4

大 学 合 計 3,917 1,432 36.6 3,907 1,608 41.2 4,158 1,630 39.2 3,806 1,666 43.8 3,870 1,652 42.7

（注）「進学率」の単位は％

表Ⅱ－25　学部別大学院修士課程進学者・大学院一覧表
年度

学部大学院名

平成 16年度 平成 17年度

理一 理二 薬学 工一 工二 理工 基礎工 経営 計 理一 理二 薬学 工一 工二 理工 基礎工 経営 計

東京理科大学大学院 205 47 82 202 24 494 156 25 1,235 196 50 85 223 17 472 159 8 1,210
東京工業大学大学院 53 1 1 34 2 22 5 0 118 58 5 0 33 2 45 6 0 149
東 京 大 学 大 学 院 43 1 12 21 0 29 4 0 110 44 1 10 26 0 37 6 0 124
筑 波 大 学 大 学 院 6 1 0 0 0 13 9 1 30 3 3 0 1 0 8 3 0 18
北陸先端科学技術大学院大学 7 1 0 1 1 3 5 0 18 3 10 0 0 0 1 2 0 16
東 北 大 学 大 学 院 8 1 0 1 0 1 1 1 13 3 1 0 2 0 6 0 1 13
首都大学東京大学院 1 3 3 0 0 3 0 0 10 6 2 0 0 0 2 1 0 11
大 阪 大 学 大 学 院 3 0 0 2 0 6 1 0 12 3 0 0 0 0 4 2 0 9
千 葉 大 学 大 学 院 2 3 3 1 0 0 0 0 9 2 0 1 4 0 1 0 0 8
横浜国立大学大学院 2 6 0 3 0 2 0 0 13 2 2 0 2 0 0 1 1 8
九 州 大 学 大 学 院 3 0 1 0 0 1 0 0 5 3 0 0 1 0 4 0 0 8
慶応義塾大学大学院 3 0 0 3 1 4 0 0 11 1 0 0 3 0 4 0 0 8
北海道大学大学院 4 0 0 0 0 3 1 0 8 1 0 0 0 0 4 1 0 6
名古屋大学大学院 3 0 1 1 0 6 1 0 12 4 1 0 0 0 1 0 0 6
埼 玉 大 学 大 学 院 2 3 0 0 0 0 0 0 5 1 3 0 0 0 1 0 0 5
京 都 大 学 大 学 院 0 0 0 1 0 2 2 0 5 1 0 1 1 0 0 1 0 4
早稲田大学大学院 1 0 0 1 0 0 0 2 4 2 0 0 0 0 2 0 0 4
茨 城 大 学 大 学 院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0 3
横浜市立大学大学院 1 0 0 0 0 1 1 0 3 0 1 0 0 0 0 1 0 2
上 智 大 学 大 学 院 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 1
その他の国公立大学 5 6 7 4 0 6 2 3 33 4 4 3 2 1 2 4 1 21
その他の私立大学 3 4 0 3 0 0 0 0 10 1 8 0 1 0 4 1 0 15
不 明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 3
合 計 356 78 110 278 28 596 188 32 1,666 340 92 100 300 20 601 188 11 1,652
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（ 4）国家試験

　表Ⅱ－26は過去 10年間の国家公務員採用Ⅰ種試験合格者の推移を、表Ⅱ－27は国家公務

員採用Ⅰ種試験合格者の出身大学別の推移を示したものである。近年の民間企業における就職

活動の早期化や行政改革などにより、本学の受験者、合格者とも減少したが、平成 14年度か

ら増加に転じている。これは採用試験の繰り上げや、合格者増加策の結果があらわれている。

大学別順位では常に上位を保ち続け、毎年全国大学中 20位以内、私立大学中 5位以内を堅持

している。これは本学が国家公務員を志す学生のために模擬試験、省庁業務説明会など多様な

支援事業を行うとともに合格者への授業料減免制度を設けるなど、年間を通して全面的にバッ

クアップしている結果と言える。

　表Ⅱ－28は、本学新卒者の薬剤師国家試験の合格率と順位、および設置者別の合格率の平

均値の推移を示したものである。本学薬学部の教育は、薬剤師の養成とともに、優れた研究者

や製薬技術者の養成にも力点を置いてきた。薬剤師国家試験対策としては、国家試験を意識し

たカリキュラムの導入や外部講師による補講等を行うことによって、薬学部新卒者の合格率は

全国平均を上回る (平成 17年度を除く )とともに大学別順位で上位を維持している。

表Ⅱ－26　国家公務員採用Ⅰ種試験合格者数の推移（学部・大学院）
旧区分

年度 経済 情報
工学

電気･
電子 機械 土木 建築 材料

工学 数学 物理 化学 薬学 農芸
化学 計

平成 9 1（0） 1（0） 8（0） 1（0） 1（0） 2（1） 1（0） 1（0） 1（0） 1（1） 0（0） 1（0） 19（2）

10 1（0） 2（0） 11（1） 0（0） 0（0） 4（0） 0（0） 0（0） 0（0） 3（3） 0（0） 0（0） 21（4）

11 0（0） 2（0） 7（0） 0（0） 0（0） 1（0） 1（0） 1（1） 0（0） 2（0） 2（0） 0（0） 16（1）

12 0（0） 4（0） 7（0） 1（0） 3（0） 4（2） 0（0） 0（0） 1（0） 0（0） 5（2） 0（0） 25（4）

新区分

年度
経済 理　工　Ⅰ　（一般工学系）

理工Ⅱ
（数理科
学系）

理工Ⅲ
（物理･地
球科学系）

理工Ⅳ
（化学・生物・薬学系） 計

平成 13 1（0） 9（1） 1（0） 0（0） 2（0） 13（1）

14 0（0） 19（2） 0（0） 0（0） 7（2） 26（4）

15 0（0） 24（3） 1（0） 2（0） 8（2） 35（5）

16 0（0） 24（2） 5（0） 1（0） 0（0） 30（2）

17 1（0） 28（5） 2（0） 1（0） 6（1） 38（6）

18 1（0） 11（1） 0（0） 0（0） 6（1） 18（2）

（注）（　）内は、女子の内数を示す。
　　平成 13年度より試験区分が再編。
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表Ⅱ－28　薬学部新卒者の薬剤師国家試験合格率の推移

区分
年度

本　　　学
合格率（％）

私立薬学系大学（29校） 公立大（3校）国立大（14校） 全薬学系大学（46校）

合格率（％） 本学の順位 合格率（％） 合格率（％） 合格率（％） 本学の順位

平成 9 94.6 84.8 5 86.5 80.3 84.2 6

10 91.0 83.5 7 70.2 76.5 82.0 7

11 91.1 87.1 10 80.6 82.0 86.2 10

12 93.3 89.3 7 81.9 85.2 88.5 8

13 87.5 84.8 13 84.2 79.8 84.1 15

14 94.0 89.1 5 87.6 85.7 88.6 6

15 91.1 89.2 14 88.1 84.7 88.5 17

16 91.7 87.0 7 84.3 83.8 86.4 8

17 92.7 94.2 23 93.3 87.8 93.3 30

18 89.1 86.3 15 81.0 79.8 85.2 18

（注）1．新卒者を対象とした集計である。
　 　2．薬剤師国家試験大学別合格状況（厚生労働省薬務局）より集計。

表Ⅱ－27　国家公務員採用Ⅰ種試験・出身大学別合格者数の推移
大
学
名

年度

東
京
大
学

京
都
大
学

早
稲
田
大
学

慶
應
義
塾
大
学

北
海
道
大
学

九
州
大
学

東
北
大
学

東
京
工
業
大
学

大
阪
大
学

立
命
館
大
学

一
橋
大
学

名
古
屋
大
学

神
戸
大
学

中
央
大
学

東
京
農
工
大
学

東
京
理
科
大
学

広
島
大
学

岡
山
大
学

筑
波
大
学

明
治
大
学

同
志
社
大
学

首
都
大
学
東
京

法
政
大
学

熊
本
大
学

全
合
格
者
数

平成 9 342 158 78 54 60 43 55 56 36 9 40 21 25 21 19 14 36 19 1,297

10 341 135 65 57 59 40 55 46 38 21 42 17 21 11 21 8 22 12 1,239

11 368 166 76 58 40 45 62 38 33 7 27 28 19 21 10 16 9 14 26 1,252

12 392 151 78 54 41 32 52 43 36 15 17 29 25 15 17 25 14 16 9 8 1,228

13 378 163 98 69 49 35 49 40 43 15 25 34 21 21 16 13 11 8 26 12 14 1,308

14 436 176 106 92 46 53 67 44 37 22 41 40 37 32 18 26 16 13 27 9 12 1,615

15 488 200 118 82 57 63 75 50 47 31 36 48 34 29 28 35 8 12 27 12 1,750

16 498 221 125 85 60 73 67 50 46 36 33 30 42 35 20 30 23 14 20 5 6 1,756

17 454 191 128 73 74 54 59 45 46 42 33 47 28 30 18 38 10 17 21 13 14 8 6 1,674

18 457 177 89 73 62 59 48 46 44 44 39 33 29 23 19 18 16 16 15 13 13 13 10 10 1,592

（注）10人未満で非公表の場合は空欄とする。
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Ⅱ－3　大学院教育

1 　研究科設置の目的と現状　

　本学は、昭和 33年に理学研究科（数学、物理学、化学専攻）の修士課程を、同 36年には

同研究科博士後期課程を設置した後、逐次大学院の整備拡充に努めてきた。この過程で薬学

研究科修士課程が昭和 40年、同博士後期課程が昭和 53年に、工学研究科修士課程が昭和 41

年、同博士後期課程が昭和 58年に、また昭和 47年には理工学研究科修士課程、昭和 49年

に同博士後期課程、平成 3年には基礎工学研究科修士課程、平成 5年に同博士後期課程、平

成 9年には経営学研究科修士課程と生命科学研究科修士課程、平成 10年には理学研究科に理

数教育専攻修士課程、平成 11年には生命科学研究科博士後期課程、平成 16年 4月には、専

門職大学院総合科学技術経営研究科総合科学技術経営専攻（MOT）、平成 17年 4月には、専

門職大学院総合科学技術経営研究科知的財産戦略専攻（MIP）が設置された。専門職大学院

の 2専攻は専門職学位課程であり、主に研究者養成を目的とした修士・博士課程とは大別さ

れる。

　修士課程は各分野における研究者養成の一段階であるとともに、高度な専門性を要する職業

等に従事する能力を養成することを目的とした課程であり、博士後期課程は各専攻分野におい

て、独創的な成果を生み出すために必要な基礎的知識と研究能力を持ち、研究者として自立し

て研究活動を行うことができる人材、あるいは高度の専門性を要する業務に従事する人材を養

成することを目的とした課程である。また、専門職学位課程は、高度の専門性が求められる職

業を担うための深い学識および卓越した能力を養うことを目的とした課程である。

　本学大学院では、大学院設置基準の改正などに応じて、入学資格および修了要件について弾

力化を図ってきた。本学の博士後期課程の修了要件は、昭和 51年度から「在学期間に関して

は特に優れた研究業績を上げた者については大学院に 3年以上在学すれば足りる」こととし

てきたが、平成元年 9月の大学院設置基準および学校教育法施行規則の改正を受けて、平成

4年度から、修士課程の修了要件に、「在学期間に関しては特に優れた業績を上げた者につい

ては大学院に 1年以上在学すれば足りる」ことを加えた。また、この規定により修士課程を 1

年で修了した者が博士課程に進み、特に優れた研究業績を上げた場合には、在学期間について

は、当該課程に 2年以上在学すれば足りることとした。さらに、大学院に入学することがで

きる者として、「各研究科の定めるところにより、大学に 3年以上在学し、所定の単位を優れ

た成績をもって修得したものと認めた者」を加え、平成 5年度には理学研究科に、同 6年度
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表
Ⅱ
－
29
　
連
携
大
学
院
方
式
の
概
要
〔
平
成
12
年
度
～
平
成
18
年
度
〕

（
平
成
18
年
5
月
1
日
現
在
）（
単
位
：
人
）

整 理 番 号
研
　
究
　
機
　
関
　
名

12
年
度

13
年
度

14
年
度

15
年
度

16
年
度

17
年
度

18
年
度

当
該
研
究
科

（
開
始
年
度
）

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

客
員
教
員

大
学
院
生

1
独
立
行
政
法
人
　
理
化
学
研
究
所

12
18
（
8）

10
12
（
6）

8
4
（
1）

6
6
（
1）

5
5
（
1）

7
3
（
1）

8
9
（
0）

理
研（

H
8）

工
研（

H
10
）

理
工
研（

H
9）

基
礎
工
研（

H
9）

2

独
立
行
政
法
人
物
質
・
材
料
研
究
機
構

10
10
（
3）

10
7
（
0）

10
7
（
0）

10
11
（
0）

9
10
（
0）

9
7
（
0）

理
研（

H
8）

理
工
研（

H
10
）

基
礎
工
研（

H
10
）

　
旧
科
学
技
術
庁
金
属
材
料
技
術
研
究
所

6
8
（
3）

　
旧
科
学
技
術
庁
無
機
材
質
研
究
所

4
5
（
1）

小
　
　
　
　
　
計

10
13
（
4）

3
Ｎ
Ｔ
Ｔ
物
性
科
学
基
礎
研
究
所

6
3
（
2）

4
2
（
1）

4
2
（
1）

4
1
（
0）

4
4
（
0）

4
5
（
0）

3
4
（
0）

理
研（

H
8）

4
Ｎ
Ｈ
Ｋ
放
送
技
術
研
究
所

1
3
（
0）

1
5
（
1）

1
5
（
1）

3
6
（
1）

3
5
（
0）

2
3
（
0）

2
1
（
0）

理
研（

H
9）

5

財
団
法
人
　
電
力
中
央
研
究
所

3
2
（
0）

3
2
（
0）

3
3
（
0）

理
研（

H
9）

理
工
研（

H
15
）

基
礎
工
研（

H
15
）

　
　
　
　
　
狛
江
研
究
所

2
3
（
1）

2
4
（
2）

2
6
（
2）

2
3
（
1）

　
　
　
　
　
我
孫
子
研
究
所

－
－

－
－

－
－

1
0
（
0）

小
　
　
　
　
　
計

2
3
（
1）

2
4
（
2）

2
6
（
2）

3
3
（
0）

6
日
立
製
作
所
中
央
研
究
所

1
1
（
0）

0
0
（
0）

0
0
（
0）

0
0
（
0）

0
0
（
0）

0
0
（
0）

0
0
（
0）

理
研（

H
10
）

7
独
立
行
政
法
人
　
宇
宙
航
空
研
究
開
発
機
構

宇
宙
科
学
研
究
本
部

－
－

－
－

－
1

0
（
0）

1
1
（
0）

2
1
（
0）

2
1
（
0）

理
研（

H
15
）

基
礎
工
研 （

H
17
）

8
独
立
行
政
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究
所

36
38
（
5）

35
30
（
6）

33
37
（
5）

33
43
（
4）

32
40
（
3）

32
28
（
1）

理
工
研（

H
8）

基
礎
工
研（

H
8）
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8

旧 通 産 省 工 業 技 術 院 つ く ば ８ 研 究 所

産
業
技
術
融
合
領
域
研
究
所

2
2
（
0）

計
量
研
究
所

2
3
（
0）

機
械
技
術
研
究
所

7
5
（
0）

物
質
工
学
工
業
技
術
研
究
所

9
12
（
1）

生
命
工
学
工
業
技
術
研
究
所

3
8
（
2）

地
質
調
査
所

0
0
（
0）

電
子
技
術
総
合
研
究
所

14
17
（
5）

資
源
環
境
技
術
総
合
研
究
所

0
0
（
0）

小
　
　
　
　
　
計

37
47
（
8）

9
大
学
共
同
利
用
機
関
法
人

高
エ
ネ
ル
ギ
ー
加
速
器
研
究
機
構

8
8
（
2）

7
6
（
3）

5
4
（
2）

4
5
（
4）

5
3
（
2）

4
2
（
2）

4
2
（
0）

理
工
研（

H
9）

基
礎
工
研（

H
9）

10
厚
生
労
働
省
　
国
立
感
染
症
研
究
所

3
5
（
0）

3
4
（
0）

3
2
（
0）

3
3
（
0）

2
2
（
1）

2
5
（
2）

1
4
（
1）

理
工
研（

H
9）

基
礎
工
研（

H
9）

11
厚
生
労
働
省
　
国
立
が
ん
セ
ン
タ
ー

2
2
（
0）

2
2
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

理
工
研（

H
10
）

基
礎
工
研（

H
10
）

12
独
立
行
政
法
人
　
宇
宙
航
空
研
究
開
発
機
構

－
－

－
－

1
1
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

1
2
（
0）

0
0
（
0）

理
工
研（

H
14
）

基
礎
工
研（

H
14
）

13
独
立
行
政
法
人
　
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総

合
研
究
機
構
　
食
品
総
合
研
究
所

－
－

－
－

1
1
（
0）

2
1
（
0）

1
0
（
0）

1
0
（
0）

1
1
（
0）

理
工
研（

H
14
）

基
礎
工
研（

H
14
）

14
独
立
行
政
法
人
　
放
射
線
医
学
総
合
研
究
所

－
－

－
－

－
－

－
－

1
1
（
0）

1
1
（
0）

1
1
（
0）

理
工
研（

H
16
）

基
礎
工
研（

H
1 6
）

15
独
立
行
政
法
人
　
建
築
研
究
所

－
－

－
－

－
－

－
－

0
0
（
0）

2
0
（
0）

2
1
（
1）

理
工
研（

H
16
）

基
礎
工
研（

H
1 6
）

16
財
団
法
人
　
東
京
都
医
学
研
究
機
構

－
－

－
－

－
－

－
－

0
0
（
0）

3
0
（
0）

3
3
（
1）

理
工
研（

H
1 6
）

基
礎
工
研（

H
1 6
）

生
命
研
（

H
16
）

合
　
　
　
　
　
　
計

82
10
3

（
25
）

75
83
（
21
）

71
64
（
13
）

71
73
（
12
）

70
81
（
8）

74
76
（
8）

72
67
（
4）

注
）
1．
「
大
学
院
生
」
欄
（
　
　
）
内
の
数
字
は
、
博
士
後
期
課
程
の
人
数
を
内
数
で
示
す
。

　
　
2．
平
成
15
年
10
月
1
日
付
け
で
、
理
化
学
研
究
所
は
、
独
立
行
政
法
人
理
化
学
研
究
所
と
な
る
。

　
　
3．
平
成
16
年
4
月
1
日
付
け
で
、
電
力
中
央
研
究
所
の
狛
江
研
究
所
、
我
孫
子
研
究
所
の
受
入
窓
口
が
統
合
さ
れ
る
。

　
　
4．
平
成
18
年
4
月
1
日
付
け
で
、
独
立
行
政
法
人
食
品
総
合
研
究
所
は
、
独
立
行
政
法
人
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究
機
構
食
品
総
合
研
究
所
と
な
る
。
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には理工学研究科でこの要件を満たした 3年次終了の学生の入学が許可された。

　なお、博士後期課程では、科学技術の著しい進展や社会の多様化に伴う社会人の多様な学習

ニーズに応えるために、社会人特別選抜制度を導入している［Ⅶ－ 2－ 1大学院における社

会人の受け入れ（261頁）参照］。

（ 1）連携大学院方式　　　

　本学では、以前から多くの国立・民間研究機関との学術交流が深く、卒業研究生・大学院学

生への研究指導委託や、教員・研究者相互の共同研究が活発に行われてきた。こうした学術交

流をベースとして、平成 8年 4月から大学院教育の一部に「連携大学院方式」が導入された。

導入当時この制度は、埼玉大学や筑波大学などの国立大学で数件前例が見受けられたが、私立

大学としては本学が全国初の試みであった。

　連携大学院方式は、上述したように国立または民間企業の研究機関と協定を締結し、当該研

究機関の研究者を客員教授または客員助教授として迎え入れることにより、大学院学生がそれ

らの客員教員から直接研究指導を受けることができる制度である。この場合、客員教員の資格

審査は本学が人事手続きに則して行い、客員教員は学生の研究指導教員となるが、大学側にも

副指導教員を置いて、学生の研究指導を分担することとしている。

　この制度の目的は、本学の大学院修士課程および博士後期課程における研究教育活動の一層

の充実を図るとともに、連携する研究機関の研究活動の推進に資することにより、学術および

科学技術の発展に寄与することにある。学生は、客員教員のもとで、当該研究機関の所有する

最新の設備と機能を十分に活用し、研究指導を直接受けることになる。また、客員教員には、

本学の専任教員と研究分野が異なる研究者が比較的多く、このことにより、本学の大学院の研

究領域は格段に多様化され、大学院教育・研究はより一層活性化されつつある。他方、連携先

の研究機関にとっても、大学の教育研究に参画することにより、研究者のモチベーションが高

まり、若い学生の存在は、研究環境にフレッシュな刺激を与えることとなっている。研究機関

との共同研究等の交流促進にも繋がり、産学官の連携強化に十分威力を発揮している。

　この制度は当初、神楽坂地区の理学研究科、野田地区の理工学・基礎工学両研究科が、理化

学研究所、つくば研究学園都市にある工業技術院の 8研究所など 11研究機関を連携先とし始

まった。その後、平成 10年度に工学研究科が、平成 16年度に生命科学研究科が加わり、ま

た、国立研究機関の独立行政法人化に伴う機関統合の結果、連携先機関は、現在 16機関とな

っている。

　平成 12年度から平成 18年度までの連携大学院方式の概要を表Ⅱ－29に示す。
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（ 2）本学研究科の学内外における交流　

　研究科交流の一環として他研究科の授業科目を履修することができる。平成 18年度におい

て、工学研究科は理学研究科（前者は学生を送る側で後者は受け入れる側：以下同様）理工学

研究科は工学研究科と薬学研究科および基礎工学研究科、基礎工学研究科は理工学研究科、経

営学研究科は理学研究科との間で行っている［表Ⅱ－30］。

表Ⅱ－30　大学院他研究科履修状況
受け入れ研究科

所属研究科　年度

理学研究科 工学研究科 薬学研究科 理工学研究科 基礎工学研究科 経営学研究科 生命科学研究科 計

科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数 科目数 延人数

理学研究科

平成 18年度 3 4 － － － － － － － － － － 3 4

　　 17年度 1 1 － － － － － － － － － － 1 1

　　 16年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 15年度 3 3 － － 1 1 － － － － － － 4 4

工学研究科

平成 18年度 10 98 4 4 － － － － － － － － 14 102

　　 17年度 8 20 － － 6 3 － － － － － － 14 23

　　 16年度 11 61 － － － － － － － － － － 11 61

　　 15年度 8 29 － － － － － － － － － － 8 29

薬学研究科

平成 18年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 17年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 16年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 15年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

理工学
研究科

平成 18年度 － － 1 2 － － 1 14 － － － － 2 16

　　 17年度 － － 2 1 1 1 1 5 － － － － 4 7

　　 16年度 － － 1 2 1 1 1 1 － － － － 3 4

　　 15年度 － － － － － － 2 6 － － － － 2 6

基礎工学
研究科

平成 18年度 － － － － － － 10 27 － － － － 10 27

　　 17年度 － － － － － － 5 10 － － － － 5 10

　　 16年度 － － － － － － 7 13 － － － － 7 13

　　 15年度 － － － － 2 2 6 26 － － － － 8 28

経営学
研究科

平成 18年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 17年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 16年度 1 2 － － － － － － － － － － 1 2

　　 15年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

生命科学
研究科

平成 18年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 17年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 16年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

　　 15年度 － － － － － － － － － － － － 0 0

計 38 210 11 13 8 8 35 80 5 26 0 0 0 0 97 337
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　また、理学研究科物理学専攻では平成 9年度に学習院大学大学院自然科学研究科物理学専

攻との間で大学間履修の協定を結んだ。

　さらに、平成 15年度より首都圏の 9大学（平成 18年度は 11大学：順天堂大学、専修大

学、中央大学、東京電機大学、東洋大学、日本大学、法政大学、明治大学、共立女子大学、玉

川大学、東京理科大学）からなる協定校間での大学間履修を認める首都大学院コンソーシアム

が発足した。

（ 3）理数教育専攻　

　平成 10年 4月より、理学研究科理数教育専攻（修士課程、入学定員 15名）が新設され

た。同専攻は、建学の精神「理学の普及を以て国運発展の基礎となす」にのっとり、自然科学

の先端的分野に至るまでを広く包括的に理解し、その成果を生徒に正しく教授し、中等教育を

通じて自然科学の発展に寄与する理数系教員の養成および再教育を行うことを基本的な目標と

している。さらに、現在の中等教育における様々な困難な問題を一層広い視野から考察し解決

できる教員および教員となる人材を育成し、社会の要請に応えようとするものでもある。

　理数教育専攻の入学資格は、高等学校教諭一種免許状（数学または理科）、またはそれに相

当する免許状の既取得者および取得見込の者に限られている。なお、現職の中学・高校教員等

は、大学院設置基準第 14条（教育方法の特例）に従って、インターネットを利用して研究指

導を受けることができる。また、平成 16年度より夜間授業を一部開講している。

（ 4）専門職大学院「総合科学技術経営専攻（MOT）」

　平成 16年 4月、神楽坂地区（飯田橋升本ビル 7階）に新たな人材育成機関として高度専

門職業人の養成に特化した専門職大学院「総合科学技術経営研究科総合科学技術経営専攻」

（入学定員：1年コース 10人、2年コース 40人、収容定員：90人）が開設された。

　現在、我が国においては、研究開発成果から独自の技術シーズを創出しても、事業化へと進

展せず、科学技術が産業の競争力に結びつかないという構造的な問題が生じている。この萌芽

的研究を製品化し、新事業や新市場を開拓することが緊急の課題となっており、技術者にビジ

ネスセンスを身に付けさせ、テクノロジーマネジメントの教育研究を行う、技術経営専門家養

成のための教育システムの開発が求められている。専門職大学院は、従来の研究型大学院とは

人材養成目的と教育方法が異なる大学院である。

　このような背景から、本学では本研究科を設置し、科学技術と経営の実践的融合を教育目

標に掲げた。本学がこれまでに培った科学技術研究を基礎に、技術の市場化、事業化への経

営的な視点を持つ実践的能力を備えた技術者を養成するMOT（Management of Science and 
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Technology：技術経営）教育を行うために新しい人材養成大学院を設置し社会に貢献しよう

とするものである。

　当初は、大学を卒業または大学院を修了した者で、10年程度のキャリアをもつ社会人（技

術者）を主な入学対象者とする 2年間の夜間コース（2年コース）と、1年間勤務先を休職

し、集中して学ぶ企業からの派遣社員を主な対象者とする昼間コース（1年コース）の 2コ

ースを設けていたが、派遣する企業からの要望等により、平成 19年度の学生募集からは、1

年コースの学生募集を停止することとし、2年コース（入学定員 50名）のみの募集とした。

　また、併せて、平成 19年度からの修了要件（46単位以上を 42単位以上に変更）とカリキ

ュラム等の見直しを行い、より社会人が学習しやすい環境整備に務めている。

（ 5）専門職大学院「知的財産戦略専攻（MIP）」

　平成 17年 4月には、既存の総合科学技術経営研究科総合科学技術経営専攻に加え、同研究

科に知的財産戦略専攻（入学定員 80人、修業年限 2年、収容定員 160人）が開設された。

　資源小国の我が国が継続的に発展していくためには、高付加価値製品を生み出す知恵をいか

にして富に昇華させるかが大きな課題となっており、従来の「ものづくり」中心のシステムか

ら、無形資産の創造を中心とする「知的財産創造」システムへと転換を図ることが必要となっ

てきている。「知的財産創造」システムを確立するためには、知的財産の担い手を育成し、そ

の権利化や紛争処理、知的財産ライセンス契約等の高度な専門サービスを提供する専門家の養

成が急務である。

　このような背景から、本学では日本最大の理工系総合大学としてこの養成に応えるべく、知

的財産権分野を中心として技術、経営、国際関係、および法律等の各分野にわたる横断的な融

合教育を実施し、多様な視点から知的財産創造を支える知財プロフェッショナルの育成を目的

とする本専攻を開設するに至った。

　文系・理系を問わず、実社会において知的財産に関して具体的な課題認識を持っている社会

人、または学部・大学院を卒業・修了して間もない社会人未経験者を主な入学対象者としてい

ることから、学生の科目履修の機会に柔軟性を持たせるため、昼夜開講となっている。

　また、総合科学技術経営専攻と同様に高度な専門職業人の養成が目的であり、授業において

は、講義をはじめ、討論、事例研究などさまざまな手法が用いられており、50単位以上の修

得およびワーキング・ペーパーの提出が義務付けられている。　

　なお、平成 19年度からは、若干のカリキュラム等の見直しに伴い、修了要件が 46単位以

上となる。
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　 2　入学・在籍　　

（ 1）入学定員および学生数

　表Ⅱ－31に、平成 18年度の大学院各研究科の入学定員および収容定員を専攻別に示す。

修士課程の入学定員は全研究科の合計 735名であり、これは学部入学定員 3,495名［表Ⅱ－

1　本学の入学者選抜方式（47頁）参照］の 21.0％である。また、博士後期課程の入学定員

は全研究科の合計 86名で、修士課程入学定員の 11.7％である。このほかに、平成 16年度

には総合科学技術経営研究科総合科学技術経営専攻を新設した。入学定員は 1年コースが 10

名、2年コースが 40名である。また、平成 17年度には総合科学技術経営研究科知的財産戦

略専攻を新設した。入学定員は 90名である ｡

　表Ⅱ－24（84頁参照）に示したように、近年、本学学生の大学院進学率は上昇している。

これは学生の進学意欲の向上と社会の要請に起因することは言うまでもないが、それに加え、

本学をはじめ、本学からの主な進学先である主要国立大学の大学院入学定員の増加も影響して

いると思われる。

　表Ⅱ－31の学生定員一覧表に示したように、本学では経営学研究科、生命科学研究科の増

設もあって、大学院入学定員が修士課程では平成 7年度の 635名に対して 11年後の平成 18

年度には 735名（16％増）、博士後期課程では同 81名に対して 86名（6％増）とするなど、

量的拡充を行う一方で、連携大学院方式の導入をはじめ、より高度の教育・研究環境を提供す

ることによって、優秀な学生の本学大学院への進学を促してきた。今後はさらに学部・大学院

のより密着した一貫的教育のためのカリキュラム編成や、奨学金の拡充、ポスト・ドクター制

度の拡充を行うなど、最近の内外の状況変化へ対応して、魅力ある環境づくりのための努力が

求められている。

　入学者の選抜は一般入学試験等によるが、学内選考試験も実施している［表Ⅱ－1（47頁）

参照］。

　平成 9年度から 10年間の、修士課程への入学志願者数と合格者数の推移を表Ⅱ－32に、

博士課程と専門職学位課程への入学志願者数と合格者数を表Ⅱ－33、表Ⅱ－34に示す。各研

究科の修士課程の志願者数は全体的に増加している。これに対して博士後期課程への進学者は

少なく、表Ⅱ－33に示したように、入学志願者数と合格者数とがほぼ同数である状況が続い

ている。
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研 究 科
区分

専攻

修士課程 博士後期課程 専門職学位課程 合　　　計

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員

理 学 研 究 科

数 学 20 40 3 9 － － 23 49

物 理 学 50 100 3 9 － － 53 109

化 学 60 120 4 12 － － 64 132

理 数 教 育 15 30 － － － － 15 30

計 145 290 10 30 － － 155 320

薬 学 研 究 科 薬 学 50 100 6 18 － － 56 118

工 学 研 究 科

建 築 学 25 50 3 9 － － 28 59

工 業 化 学 25 50 3 9 － － 28 59

電 気 工 学 25 50 3 9 － － 28 59

経 営 工 学 25 50 3 9 － － 28 59

機 械 工 学 25 50 3 9 － － 28 59

計 125 250 15 45 － － 140 295

理 工 学 研 究 科

理 

学 

系

数 学 10 20 3 9 － － 13 29

物 理 学 20 40 3 9 － － 23 49

情 報 科 学 20 40 4 12 － － 24 52

応用生物科学 30 60 4 12 － － 34 72

工　

学　

系

建 築 学 30 60 3 9 － － 33 69

工 業 化 学 50 100 3 9 － － 53 109

電 気 工 学 40 80 3 9 － － 43 89

経 営 工 学 30 60 3 9 － － 33 69

機 械 工 学 40 80 3 9 － － 43 89

土 木 工 学 20 40 3 9 － － 23 49

計 290 580 32 96 － － 322 676

基礎工学研究科

電 子 応 用 工 学 30 60 6 18 － － 36 78

材 料 工 学 40 80 6 18 － － 46 98

生 物 工 学 20 40 6 18 － － 26 58

計 90 180 18 54 － － 108 234

経 営 学 研 究 科 経 営 学 20 40 － － － － 20 40

生命科学研究科 生 命 科 学 15 30 5 15 － － 20 45

総 合 科 学 技 術
経 営 研 究 科

総合科学技術経営 － － 　－ 　－ 50 90 50 90

知 的 財 産 戦 略 － － － － 80 160 80 160

計 － － － － 130 250 130 250

合　　　　計 735 1,470 86 258 130 250 951 1,978

（注）総合科学技術経営専攻は、1年コース（入学定員 10人）と 2年コース（入学定員 40人）に分かれている。平成 19
年度より 1年コースについては、学生募集停止。

表Ⅱ－31　大学院研究科　学生定員一覧表［平成 18 年度］
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表Ⅱ－32　大学院修士課程入学志願者数と合格者数の推移

研究科
年度

理　学 工　学 薬　学 理　工　学

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 234（ 6） 197（3） 282（ 8） 235（4）  71（13） 65（12） 513（12） 411（8）

10 285（ 7） 221（3） 269（ 8） 236（5）  65（21） 61（20） 516（11） 399（8）

11 268（ 4） 211（3） 297（ 9） 245（3）  68（ 2） 62（ 0） 542（15） 419（6）

12 289（ 7） 181（5） 304（10） 242（2）  87（ 3） 68（ 2） 591（17） 425（9）

13 328（10） 222（6） 302（ 8） 233（3）  68（ 2） 53（ 1） 604（18） 452（6）

14 305（20） 217（6） 317（ 7） 247（5）  85（ 3） 62（ 0） 588（20） 442（5）

15 401（ 6） 249（3） 315（ 6） 221（3）  83（ 1） 66（ 0） 666（18） 485（2）

16 389（ 6） 221（3） 322（ 9） 234（2）  94（ 0） 74（ 0） 718（23） 537（8）

17 407（12） 261（7） 317（ 4） 242（2） 115（ 4） 91（ 2） 596（14） 493（5）

18 408（ 9） 267（6） 340（ 8） 269（4） 116（ 6） 93（ 5） 576（ 8） 492（7）

研究科
年度

基礎工学 経　営　学 生命科学 合計
倍率

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 127（0） 107（0） 29（ 8） 26（5） 25（ 2） 21（ 1） 1,281（49）1,062（33） 1.21

10 141（4） 126（2） 32（ 2） 24（0） 28（12） 16（ 6） 1,336（65）1,083（44） 1.23

11 144（6） 119（3） 28（ 5） 19（3） 25（ 6） 20（ 4） 1,372（47）1,095（22） 1.25

12 141（2） 118（0） 23（ 8） 18（5） 31（11） 15（10） 1,466（58）1,067（33） 1.37

13 151（0） 130（0） 32（11） 18（2） 50（21） 29（17） 1,535（70）1,137（35） 1.35

14 152（1） 139（0） 22（ 4） 14（2） 30（11） 17（ 8） 1,499（66）1,138（26） 1.32

15 188（3） 159（2） 18（ 6） 13（3） 24（ 8） 14（ 6） 1,695（48）1,207（19） 1.40

16 174（7） 147（4） 18（ 3） 17（3） 22（ 4） 14（ 4） 1,737（52）1,244（24） 1.40

17 178（3） 155（2） 35（ 3） 22（2） 31（ 5） 26（ 5） 1,679（45）1,290（25） 1.30

18 180（5） 164（3） 12（ 4） 10（2） 27（ 7） 20（ 4） 1,659（47）1,315（31） 1.26

（注）（　）内は、他大学出身者の内数を示す。
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表Ⅱ－33　大学院博士後期課程入学志願者数と合格者数の推移

研究科
年度

理　　　学 工　　　学 薬　　　学

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 23（2） 23（2） 9（2） 9（2） 2（0） 2（0）

10 24（1） 24（1） 7（0） 7（0） 4（1） 4（1）

11 21（1） 21（1） 7（1） 6（0） 2（0） 2（0）

12 21（0） 21（0） 6（0） 6（0） 1（0） 1（0）

13 19（0） 18（0） 9（0） 8（0） 4（0） 4（0）

14 23（4） 20（3） 14（0） 13（0） 6（0） 6（0）

15 27（2） 26（1） 17（2） 15（1） 7（1） 7（1）

16 24（0） 24（0） 12（1） 12（1） 11（2） 10（2）

17 28（4） 28（4）  7（1）  7（1） 9（1） 9（1）

18 24（1） 24（1） 17（0） 17（0）  7（1）  7（1）

研究科
年度

理工学 基礎工学 生命科学 合　　　計
倍率

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 9 16（2） 16（2） 10（ 3） 10（ 3） － － 60（ 9） 60（ 9） 1.0

10 24（3） 24（3） 13（ 4） 12（ 3） － － 72（ 9） 71（ 8） 1.0

11 21（2） 21（2） 11（ 2） 11（ 2） 6（0） 6（0） 68（ 6） 67（ 5） 1.0

12 27（2） 26（1） 8（ 1） 8（ 1） 6（0） 6（0） 69（ 3） 68（ 2） 1.0

13 29（0） 29（0） 10（ 0） 10（ 0） 5（0） 5（0） 76（ 0） 74（ 0） 1.0

14 26（2） 26（2） 10（ 0） 10（ 0） 4（0） 4（0） 83（ 6） 79（ 5） 1.1

15 35（2） 35（2） 23（ 1） 22（ 1） 3（0） 3（0） 112（ 8） 108（ 6） 1.1

16 40（7） 39（6） 10（ 1） 10（ 1） 3（0） 3（0） 100（11） 98（10） 1.0

17 33（5） 32（5） 11（11） 11（11） 4（0） 4（0）  92（22）  91（22） 1.0

18 28（3） 27（2）  9（ 0）  9（ 0） 2（0） 2（0）  87（ 5） 86（ 4） 1.0

（注）（　）内は、他大学出身者の内数を示す。

表Ⅱ－34　専門職学位課程入学志願者数と合格者数の推移

専攻等

年度

総合科学技術経営研究科

総合科学技術経営専攻
知的財産戦略専攻

1年コース 2年コース

志願者 合格者 倍　率 志願者 合格者 倍　率 志願者 合格者 倍　率

平成 16 31 15 2.07 126 65 1.94

17 14 7 2.00 70 45 1.56 138 101 1.37

18 8 6 1.33 62 52 1.19 167 110 1.52

（注）総合科学技術経営専攻は、平成 16年度開設。知的財産戦略専攻は、平成 17年度開設。



― 98 ―

Ⅱ－3　大学院教育

（ 2）在籍

　本学では年々増加する大学院進学希望者に対応するため、各研究科とも入学定員の増加を図

り、修士課程全研究科の学生数は平成 9年度の 1,817名から、平成 18年度には 2,472名に

達した。この間、大学院においても学部と同様に女子学生が著しく増加した。理学研究科と薬

学研究科は昭和 59年度の定員増以降、平成 3年度まで大学院修士課程の学生数が収容定員よ

り下回っていたが、その後充足率は改善され、他研究科と同数となった［表Ⅱ－35］。

　博士後期課程の全研究科合計の充足率は、増加傾向にあり、平成 18年度では 1.22となっ

ている［表Ⅱ－36］。最近 10年間の修士課程学生数の増加と同様に、博士後期課程の学生数

も増加しつつある。欧米の研究志向型大学の例をみるまでもなく、研究環境を充実・向上し、

研究活動を活性化する上で、博士後期課程の学生の役割は極めて重要である。本学は博士後期

課程の学生数の更なる増加を図るための対策が必要である。

　博士後期課程の充足率は、平成 18年度においては多くの各研究科で前年度と比べ充足率を

低下させたものの、近年充足率は上昇傾向となっている［表Ⅱ－36］。また、理学研究科のよ

うに、修士課程の充足率より博士後期課程の充足率の方が高い場合と、工学研究科のように修

士課程の充足率は著しく高く、博士後期課程は逆に低い場合がある。後者の原因として、修士

課程修了後の進路が大きく関係しているものと思われる。産業界では工学系において、特に修

士課程修了者を強く望む状況が続き、このことが、工学系博士後期課程への進学者を減少させ

ている要因の一つと考えられる。このような産業界の要望は、理工学研究科の工学系の充足率

でも窺うことができる。また、表Ⅱ－37は、総合科学技術経営研究科の充足率を示す。

　表Ⅱ－38は、平成 17年度の全国の大学院全体（全専攻分野）の、修士課程および博士後

期課程の充足率を設置者別に求め、本学の充足率と比較したものである。本学修士課程の充足

率 1.64は、国公立大学の平均（1.20）を凌ぐものである。博士後期課程では 1.27と、私立

大学の平均（0.79）を上回り、国立大学の平均（1.28）とほぼ同率となっている。
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表Ⅱ－35　大学院修士課程の学生数と充足率の推移
区分

年度

理学研究科 工学研究科 薬学研究科 理工学研究科
理学系 工学系

充足率学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 学生数 収容定員

平成 9 296
（22） 260 1.14 397

（35） 250 1.59 91
（18） 100 0.91 202

（30） 160 576
（34） 420 1.34

10 309
（40） 275 1.12 417

（38） 250 1.67 96
（23） 100 0.96 212

（26） 160 573
（39） 420 1.35

11 327
（49） 290 1.13 424

（42） 250 1.70 102
（31） 100 1.02 228

（24） 160 589
（49） 420 1.41

12 317
（46） 290 1.09 438

（46） 250 1.75 122
（42） 100 1.22 238

（32） 160 596
（53） 420 1.44

13 345
（59） 290 1.19 442

（48） 250 1.77 112
（33） 100 1.12 260

（44） 160 611
（69） 420 1.50

14 388
（56） 290 1.34 455

（52） 250 1.82 107
（31） 100 1.07 268

（49） 160 614
（67） 420 1.52

15 430
（72） 290 1.48 457

（48） 250 1.83 118
（41） 100 1.18 275

（47） 160 622
（57） 420 1.55

16 438
（97） 290 1.51 454

（46） 250 1.81 134
（48） 100 1.34 300

（43） 160 699
（58） 420 1.72

17 445
（98） 290 1.53 471

（51） 250 1.88 153
（61） 100 1.53 300

（44） 160 719
（70） 420 1.76

18 479
（97） 290 1.65 497

（61） 250 1.99 170
（67） 100 1.70 294

（44） 160 662
（70） 420 1.65

区分
年度

基礎工学研究科 経営学研究科 生命科学研究科 合　　　　計
学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率

平成 9 212
（26） 180 1.18 24

（ 3） 20 1.20 19
（ 5） 15 1.27 1,817（173） 1,405 1.29

10 224
（24） 180 1.24 47

（12） 40 1.18 35
（ 9） 30 1.17 1,913（211） 1,455 1.31

11 234
（19） 180 1.30 38

（16） 40 0.95 29
（ 6） 30 0.97 1,971（236） 1,470 1.34

12 229
（22） 180 1.27 33

（ 9） 40 0.83 24
（ 6） 30 0.80 1,997（256） 1,470 1.36

13 247
（39） 180 1.37 32

（ 4） 40 0.80 32
（10） 30 1.07 2,081（306） 1,470 1.42

14 266
（43） 180 1.48 28

（ 4） 40 0.70 37
（13） 30 1.23 2,163（315） 1,470 1.47

15 290
（41） 180 1.61 21

（ 4） 40 0.53 30
（11） 30 1.00 2,243（321） 1,470 1.53

16 301
（49） 180 1.67 25

（ 7） 40 0.63 25
（12） 30 0.83 2,376（360） 1,470 1.62

17 292
（42） 180 1.62 33

（ 9） 40 0.83 30
（13） 30 1.00 2,443（388） 1,470 1.66

18 306
（47） 180 1.70 28

（ 8） 40 0.70 36
（15） 30 1.20 2,472（409） 1,470 1.68

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。
　 　3．「充足率」は、小数点以下第 3位を四捨五入。
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表Ⅱ－36　大学院博士後期課程の学生数と充足率の推移
区分

年度
理学研究科 工学研究科 薬学研究科

学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率

平成 9 74（7） 30 2.47 24（2） 45 0.53 10（2） 18 0.56

10 74（5） 30 2.47 24（2） 45 0.53 8（1） 18 0.44

11 74（6） 30 2.47 22（1） 45 0.49 8（2） 18 0.44

12 70（6） 30 2.33 20（1） 45 0.44 7（2） 18 0.39

13 67（8） 30 2.23 19（2） 45 0.42 7（1） 18 0.39

14 64（9） 30 2.13 27（4） 45 0.60 11（2） 18 0.61

15 71（8） 30 2.37 35（6） 45 0.78 16（2） 18 0.89

16 80（6） 30 2.67 42（8） 45 0.93 22（3） 18 1.22

17 90（7） 30 3.00 43（7） 45 0.96 27（2） 18 1.50

18 91（7） 30 3.03 47（4） 45 1.04 25（4） 18 1.39

区分

年度

理工学研究科 基礎工学研究科 生命科学研究科

理　学　系 工　学　系
充足率 学生数 収容定員 充足率 学生数 収容定員 充足率

学生数 収容定員 学生数 収容定員

平成 9 21（ 3） 42 28（2） 54 0.51 25（1） 54 0.46 － － －

10 24（ 3） 42 36（2） 54 0.63 29（1） 54 0.54 － － －

11 27（ 1） 42 35（3） 54 0.65 30（2） 54 0.56 6（2） 5 1.20

12 34（ 1） 42 36（2） 54 0.73 30（2） 54 0.57 12（4） 10 1.20

13 44（ 4） 42 36（3） 54 0.83 33（2） 54 0.61 16（4） 15 1.07

14 50（ 6） 42 37（3） 54 0.91 33（2） 54 0.61 17（5） 15 1.13

15 56（12） 42 39（4） 54 0.99 43（2） 54 0.80 15（5） 15 1.00

16 58（14） 42 48（5） 54 1.10 45（3） 54 0.83 11（3） 15 0.73

17 53（15） 42 63（6） 54 1.21 41（4） 54 0.76 10（2） 15 0.67

18 47（11） 42 59（8） 54 1.10 37（3） 54 0.69  9（2） 15 0.60

区分
年度

合　　　計

学生数 収容定員 充足率

平成 9 182（17） 243 0.75

10 195（14） 243 0.80

11 202（17） 248 0.81

12 209（18） 253 0.83

13 222（24） 258 0.86

14 239（31） 258 0.93

15 275（39） 258 1.07

16 306（42） 258 1.19

17 327（43） 258 1.27

18 315（39） 258 1.22

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。
　 　3．「充足率」は、小数点以下第 3位を四捨五入。
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表Ⅱ－38　全国大学平均の大学院充足率との比較［平成 17 年度］
区　　　　分 本　学 国立大学 公立大学 私立大学 計

修 士 課 程

学生数　　　（Ａ） 2,404 93,742 9,300 61,508 164,550

収容定員　　（Ｂ） 1,470 77,536 8,530 64,476 150,542

充足率（Ａ）／（Ｂ） 1.64 1.21 1.09 0.95 1.09

博士後期課程

学生数　　　（Ｃ） 327 52,478 4,373 18,056 74,907

収容定員　　（Ｄ） 258 40,857 4,389 22,980 68,226

充足率（Ｃ）／（Ｄ） 1.27 1.28 1.00 0.79 1.10

専門職学位課程

学生数　　　（Ｅ） 205  4,560 255 10,208 15,023

収容定員　　（Ｆ） 170 5,004 280 11,950 17,234

充足率（Ｅ）／（Ｆ） 1.21 0.91 0.91 0.85 0.87

（注）1．本学の「学生数」は、学校基本調査票より集計（平成 17年 5月 1日現在）。
2．国立・公立・私立大学の「学生数」は、全国の大学院（全専攻分野）について、『学校基本調査報
告書』［平成 17年度］（文部科学省）より集計。

3．国立・公立・私立大学の「収容定員」は、修士課程では入学定員× 2、博士後期課程では入学定員
× 3として算出、専門職学位課程では入学定員× 2として算出。
修士課程の入学定員には、修士課程、区分制博士前期課程（前期 2年の課程）および一貫制博
士課程（医・歯・獣医学を除く）の入学定員を、博士後期課程の入学定員には、区分制博士課
程（後期 3年の課程）および医歯獣医学の一貫制博士課程の入学定員を『全国大学一覧』［平
成 17年度］（財団法人文教協会）により集計。

4．「充足率」は、小数点以下第 3位を四捨五入。

⎧ ⎫― ―― ―⎨ ⎬― ―― ―⎩ ⎭

表Ⅱ－37　専門職学位課程（総合科学技術経営研究科）の学生数と充足率の推移
年度 専攻名 学生数 収容定員 充足率

平成 16 総合科学技術経営専攻
1年コース  11  10 1.10

2年コース  63  40 1.58

17
総合科学技術経営専攻

1年コース 　7  10 0.70

2年コース 105  80 1.31

知的財産戦略専攻  93  80 1.16

18
総合科学技術経営専攻

1年コース 　6  10 0.60

2年コース  90  80 1.13

知的財産戦略専攻 184 160 1.15

（注）総合科学技術経営専攻は平成 16年度開設。知的財産戦略専攻は、平成 17年度開設。
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　表Ⅱ－39は、全国の大学院を理学系、薬学系、工学系、商学・経済学系に分類し、平成 17

年度の各系における博士後期課程学生数の修士課程学生数に対する割合（以降、「博士課程在

籍率」と呼ぶ。）を設置者別に求め、本学における各系の博士課程在籍率と比較したものであ

る。国公私立の大学院全体で博士課程在籍率 26.1％であり、本学（13.4％）はその半分とい

う低い値を示している。これを系別に見ると、本学の理学系（理学研究科、生命科学研究科と

理工学研究科の一部を含む）の博士課程在籍率は 19.7％であり、これは国公私立大学の平均

（46.0％）の半分以下である。本学の工学系（工学研究科、基礎工学研究科と理工学研究科の

一部を含む）も同様に、国公私立大学の平均（21.2％）のほぼ半分の博士課程在籍率（9.9

％）を示している。本学の薬学系（薬学研究科）の博士課程在籍率（17.6％）も国公私立大

学の平均（25.4％）よりかなり低い値である。本学の博士課程在籍率は各系で私立大学の平

均を若干上回っている。しかし、本学の博士課程在籍率は国公私立大学の平均に比べて低い。

　本学が「大学院を重視した大学」を標榜するためには、博士後期課程への進学を奨励し、博

士課程在籍率を少しでも高める努力をしなければならない。そのためには、第一に、学生にと

って博士後期課程への進学が魅力的でなくてはならない。中でも在学中の経済的支援体制の強

化と、学位取得後の就職問題の解決に向かって大学の真剣な取り組みが必要である。まず経済

的支援体制としては、平成 12年度より論文審査手数料に対して、また平成 13年度からは授

業料に対する革新的な措置が講じられている［詳しくはⅡ－ 3－ 4授業料減免および博士学

位論文審査料免除（109頁）参照］。今後は、博士後期課程独自の奨学金制度およびポスト・

ドクター制度の拡充が望まれる。一方、学位取得後の就職問題については専ら研究室単位ある

いは個人の努力によっている現状に甘んずることなく、大学は総合的な情報収集活動に努め、

企業・各種研究機関・教育機関が博士の学位取得者を優先して採用するように働きかけ、PR

と同時に社会からの要求を真剣に受けとめなくてはならない。すなわち、従来のような教育後

継者養成を主とする教育理念から離れて、社会の多様化するニーズと学位取得者の量的拡大を

念頭に置いた新しい教育理念をもって、教育システムおよびカリキュラムの改革を進めていく

べきであろう。

　なお、本学では学位取得を目指す外国人留学生を受け入れている。表Ⅱ－40に外国人留学

生の大学院在籍状況の推移を示す。従来、中国からの留学生が大半を占めるが、平成 18年度

は中国以外に韓国、マレーシア、カンボジア、アルジェリア、タイからの留学生も在籍してい

る。
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表Ⅱ－40　外国人留学生の大学院在籍状況の推移

区分 　修　　士　　課　　程 博　士　後　期　課　程 専門職
学位課程

合
計

国

名
年
度

中
国

韓
国

台
湾

マ
レ
ー
シ
ア

タ
イ

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

フ
ィ
リ
ピ
ン

カ
ン
ボ
ジ
ア

計 中
国

韓
国

台
湾

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

マ
レ
ー
シ
ア

タ
イ

ベ
ル
ギ
ー

計 中
国

計

平成 14 3（0） 1（1） 1（0） 1（0）  6（1）1（0） 1（1） 2（1） 2（1） 8（2）

15 5（1） 1（0）  6（1）1（0） 1（0） 1（0） 3（0） 3（0） 9（1）

16 5（2） 2（0） 1（0）  8（2）1（0） 1（0） 1（1） 1（0） 4（0） 4（0）12（2）

17 4（1） 2（0） 1（0） 1（0）  8（1） 1（1） 1（1） 1（0） 1（0）10（2）

18 8（2） 1（1） 1（1） 1（0）11（4） 1（0） 1（1） 2（1） 4（2） 1（0） 1（0）16（6）

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．学校基本調査票より集計（5月 1日現在）。

表Ⅱ－39　全国大学の系列別大学院学生数状況［平成 17 年度］

区　　分

理　学　系 薬　学　系 工　学　系 商学・経済学系 合　　　計

博士後
期課程
（A）

修士
課程
（B）

（A)/（B)
（％）

博士後
期課程
（C）

修士
課程
（D）

（C)/（D)
（％）

博士後
期課程
（E）

修士
課程
（F）

（E)/（F)
（％）

博士後
期課程
（G）

修士
課程
（H）

（G)/（H)
（％）

博士後
期課程
（I）

修士
課程
（J）

（I)/（J)
（％）

国 立 大 学 5,428 9,803 55.4 852 2,255 37.8 11,353 41,903 27.1 1,514 2,451 61.8 19,147 56,412 33.9

公 立 大 学 479 1,133 42.3 101 403 25.1 517 2,815 18.4 231 812 28.4 1,328 5,163 25.7

私 立 大 学 553 3,113 17.8 366 2,532 14.5 2,057 20,870 98.6 1,411 7,026 20.1 4,387 33,541 13.1

計 6,460 14,049 46.0 1,319 5,190 25.4 13,927 65,588 21.2 3,156 10,289 30.7 24,862 95,116 26.1

東
京
理
科
大
学

理 学
研究科 90 445 20.2 － － － － － － － － － 90 445 20.2

薬 学
研究科 － － － 27 153 17.6 － － － － － － 27 153 17.6

工 学
研究科 － － － － － － 43 471 9.1 － － － 43 471 9.1

理工学
研究科 53 300 17.7 － － － 63 719 8.8 － － － 116 1,019 11.4

基礎工学
研究科 － － － － － － 41 292 14.0 － － － 41 292 14.0

経営学
研究科 － － － － － － － － － － 33 － － 33 －

生命科学
研究科 10 30 33.3 － － － － － － － － － 10 30 33.3

計 153 775 19.7 27 153 17.6 147 1,482 9.9 － 33 － 327 2,443 13.4

（注）国立・公立・私立大学の学生数は、『学校基本調査報告書』［平成 17年度］（文部科学省）より集計。
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（ 3）学位授与数

　大学院における教育研究の成果を表す指標の一つに学位（修士、博士）の授与数がある。表

Ⅱ－41に平成 8年度から 17年度にわたる本学大学院の学位授与数の推移を示した。修士の

学位に関しては、平成 17年度の理学および工学修士授与数は、平成 8年度と比べおよそ 1.5

倍に増えているが、これは過去 10年間に、理学・工学分野の各学科における大学院進学率の

増大を反映したものである。

　博士の学位に関しては、平成 17年度の博士学位授与数が平成 8年度に比べ、約 1.7倍と

着実に増えている。さらにこの 10年間に、課程博士授与数が理学で 3倍、工学で 1.5倍、

薬学で 2倍と増加を見せていることが注目される。このことは、各研究科の研究指導スタッ

フが充実し、本学大学院における教育研究が本来の軌道に乗ってきたことを示すものである。

さらに、平成 8年度にスタートした国公立・民間企業研究所との連携大学院方式により、本

学の学生が大学院で多様な分野を専攻し得るようになったことの効果も大きい。なお、課程博

士の学位授与率（当該年度の学位（課程博士）授与数に対する 3年前の入学者数の割合を示

す）の推移を表Ⅱ－42に示す。

表Ⅱ－41　本学が授与した修士・博士の学位数の推移

区分
年度

修　　　　　士 博　　　　　士

理学 工学 薬学 学術 経営学 技術経営修士（専門職） 計 理学 工学 薬学 計

平成 8 208 481 48 － － － 737 20（ 12） 41（ 22） 11（ 3） 72（ 37）

9 239 566 46 － － － 851 28（ 19） 27（ 14） 21（ 6） 76（ 39）

10 254 582 44 0 24 － 904 28（ 16） 35（ 18） 11（ 2） 74（ 36）

11 270 600 45 16 17 － 948 25（ 16） 41（ 23） 10（ 1） 76（ 40）

12 257 608 52 13 13 － 943 35（ 20） 35（ 20） 8（ 1） 78（ 41）

13 264 607 56 15 15 － 957 33（ 25） 30（ 14） 12（ 2） 75（ 41）

14 302 631 46 19 16 － 1,014 34（ 20） 33（ 20） 5（ 0） 72（ 40）

15 315 629 53 16 11 － 1,024 35（ 27） 36（ 22） 5（ 1） 76（ 50）

16 345 681 59 16 10 10 1,121 41（ 26） 22（ 16） 9（ 3） 72（ 45）

17 336 727 64 19 14 68 1,228 48（ 35） 52（ 33） 19（ 7） 119（ 75）

累計 3,603 7,943 724 114 120 78 12,582 407（252）439（248）165（38）1,011（538）

（注）（　）内は、課程博士を内数で示す。



― 105 ―

Ⅱ－3　大学院教育

3 　教育課程

（ 1）セミナーハウス大学院特別講義

　セミナーハウス大学院特別講義は、野田校舎にあるセミナーハウスを利用して、大学院学生

を対象に、幅広く専門知識を修得することを目的として、開設されたものである。昭和 49年

度に通称学長セミナーとして有志の教授グループによって企画立案されたのがそのはじまり

で、その後、同 61年度からは大学院各研究科が中心となって、セミナーの企画、運営にあた

っている。巻末の参考資料Ⅱ－4（356頁）に示すように、毎年、話題性に富んだ専門的なテ

ーマが選ばれ、充実したセミナーが行われている。

（ 2）大学院修士課程修了要件について

　修士課程修了要件は、大学院に 2年以上在学し、所定の授業科目を履修の上、大学院設置

基準に定める 30単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けて修士論文の審査および最終

試験に合格することとなっている。ただし、在学期間に関しては、特に優れた業績を上げた者

については、大学院に 1年以上在学すれば足りるものとするとなっている。各研究科におけ

る修士課程修了に必要な単位数を表Ⅱ ‒ 43に示す。

（ 3）修士課程の授業科目の単位数について

　①　開講総単位数

　開講総単位数を表Ⅱ－43に示す。大学院修士課程の授業科目は、専攻分野ごとに開講され

る傾向にあるため、一般に多数の開講単位数を示すことになる。理学研究科の物理学専攻、理

表Ⅱ－42　学位（課程博士）授与率の推移

（単位：％）

学位の種類 授与年度
区分 平成 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

理 　 学
東京理科大学 57.1 62.5  64.1 52.6 67.5 68.4  74.5

全 国 平 均 78.2 77.4  77.0 80.2 88.0 － －

工 　 学
東京理科大学 76.7 57.1  53.8 74.1 78.6 50.0  62.3

全 国 平 均 82.8 86.4  88.6 87.7 92.0 － －

保 　 健
東京理科大学 50.0 25.0 100.0  0.0 25.0 50.0 100.0

全 国 平 均 80.6 79.9  75.4 77.5 80.8 － －

（注）1． 全国平均の授与率は、当該年度の国・公・私立大学での学位（課程博士）授与数を 3年前の入学者
数で割った数値。（学校基本調査報告書・大学資料より集計）

　 　2．平成 16・17年度の全国平均については、算出のための資料が発行されていないため未集計。
　 　3．全国平均の「保健」には、医学・薬学・歯学・衛生学・栄養学・看護学等を含む。
　 　4．東京理科大学については、当該年度の学位（課程博士）授与数を 3年前の入学者数割った数値。
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工学研究科の数学専攻および経営学研究科経営学専攻の開講単位数は、特に多く 112～120単

位となっている。理学研究科の物理学専攻以外の平均は 73単位、薬学研究科は 3系統の分野

がそれぞれ開講しているため 64～92単位となっており、工学研究科の 5専攻は平均 80単位

程度を開講している。理工学研究科では理学系の数学専攻以外の 3専攻は平均 75単位程度、

同工学系の 6専攻も平均 78単位程度を開講している。また基礎工学研究科の 3専攻は 32～

54単位を開講している。生命科学研究科は 44単位を開講している。

　②　講義の単位数

　必修科目と選択科目を合わせた単位数についてみると、理学研究科は平均 72単位、薬学研

究科はいずれの分野も 12単位を開講している。理工学研究科の数学専攻を除く理学系は平均

52単位、工学系は平均 61単位、基礎工学研究科 14～40単位を開講している。経営学研究科

は 86単位、生命科学研究科は 24単位を開講している。なお、工学研究科および理工学研究

科では、必修科目の講義、演習、実験・実習の区分を設けていない専攻もある。

　③　演習の単位数

　演習科目としての開講は、表Ⅱ－43に示すような形で、演習科目として単位数を明記して

いる専攻と単位数を明記していない専攻があり、それぞれの専攻の状況に応じて実施されてい

る。

　④　実験・実習の単位数

　実験・実習の単位数は各専攻によって異なっている。修了に必要な単位数などについては、

各専攻ごとに、特色ある内容で実施されている。

（ 4）大学院博士後期課程修了要件について

　博士後期課程修了要件は、博士後期課程に 3年以上在学し、所定の授業科目を履修の上、

かつ必要な研究指導を受けて博士論文の審査および最終試験に合格することとなっている。た

だし在学期間に関しては、特に優れた研究業績を上げた者については、博士後期課程に 1年

以上在学すれば足りることとなっている。

（ 5）博士後期課程の授業科目の単位数について

　博士後期課程で修得すべき単位数は大学院設置基準には定められていない。しかしながら社

会のニーズ、時代の要請によって今後より多様性のある研究活動が要求され、このため課程途

中での留学や他大学大学院への移籍などが想定される。したがって修学課程の実績評価をより

明確にする目的で、平成 10年度より各研究科、各専攻ごとに必修科目および選択科目とその

単位数の指定を行った。
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表Ⅱ－43　大学院修士課程修了に必要な単位数［平成 18 年度］

研　究　科 専　　　攻
修了に
必要な
単位数

開講総
単位数

講　義　形　態

必修科目 選択必修科目 選択科目

講義 演習 実験・
実習 講義 演習 実験・

実習 講義 演習 実験・
実習

理 学 研 究 科

数 学
専 攻

数 学 コ ー ス

30

86 20 － － － － － 66 － －

数理情報コース 72 20 － － － － － 52 － －

物理学
専 攻

理　 論　 系 113 2 18 － － － － 93 － －

実　 験　 系 113 2 － 18 － － － 93 － －

化 学 専 攻 90 － － 16 － － － 74 － －

理数教
育専攻

数 学 コ ー ス 57 6 4 － 12 － － 35 － －

理 科 コ ー ス 59 6 4 － 12 － － 37 － －

工 学 研 究 科

建 築 学 専 攻

30

66 16 － － － 50 － －

工 業 化 学 専 攻 76～78 10 － － － 64～66 2 －

電 気 工 学 専 攻 106 10 － － － 94 2 －

経 営 工 学 専 攻 102
12 － － －

84 2
－

4 － － － － － －

医薬統計コース 50 16 － － － 34 － －

機 械 工 学 専 攻 78 16 － － － 62 － －

薬 学 研 究 科 薬 学
専 攻

創薬科学分野

30

106 － － 16 － － － 26 64 －

生命薬学分野 106 － － 16 － － － 26 64 －

医療薬学分野 80 10 2 6 － 30 16 16 － －

理工学研究科

数 学 専 攻

30

120 － 20 － － － － 100 － －

物理学
専 攻

理　 論　 系 70 － 20 － － － － 50 － －

実　 験　 系 70 － 4 16 － － － 50 － －

情 報 科 学 専 攻 82 － － － 36 46 － －

応 用 生 物 科 学 専 攻 76 － 16 － － － 60 － －

建 築 学 専 攻

30

78 － 20 － － － 56 2

工 業 化 学 専 攻 66 － － 14 － － － 52 － －

電 気 工 学 専 攻 88 16 － － － 72 － －

経 営 工 学 専 攻 74 4 16 － － － 54 － －

機 械 工 学 専 攻 84 － 8 6 － － － 70 － －

土 木 工 学 専 攻 76 20 － － － 56 － －

基 礎 工 学
研 究 科

電 子 応 用 工 学 専 攻

30

54 － 8 6 － － － 40 － －

材 料 工 学 専 攻 46 － 6 8 － － － 32 － －

生 物 工 学 専 攻 32 － 4 14 － － － 14 － －

経営学研究科 経 営 学 専 攻 30 112 － 8 － － － － 86 6 12

生命科学研究科 生 命 科 学 専 攻 30 44 4 8 12 － － － 20 － －

　大学院の教育と研究の充実強化を目指すためには、各研究科の理念と目的を具現して、これ

らの授業科目のシラバスを明確にする必要がある。最新の研究話題についての講義や演習のみ
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に偏ることなく、大学院としての、より高度な教育内容の講義や演習を計画的に実施して、本

学の大学院の教育と研究の向上に努めるべきである。

　一方、連携大学院方式は私学で初めての試みであり各方面から注目されてきた。平成 8年 4

月に開始して以来 10年が経過した今日、本学大学院での教育内容の講義や演習と連携研究機

関のそれとの整合性を見極め、あらゆる角度から評価を加え、長期的展望に立って今後の発展

を考えるべき時期に来ている。

（ 6）専門職学位課程（MOT、MIP）修了要件について

　総合科学技術経営専攻（MOT）の修了要件は、本学専門職大学院に、1年コース（平成 19

年度より学生募集停止）においては 1年以上、2年コースにおいては 2年以上在学し、本学

専門職大学院が定める 46単位以上（平成 19年度からは、42単位以上）の修得とワーキング

ペーパーを提出することとなっている。

　知的財産戦略専攻（MIP）の修了要件は、本学専門職大学院に 2年以上在学し、本学専門

職大学院が定める 50単位以上（平成 19年度からは、46単位以上）の修得とワーキングペー

パーを提出することとなっている。

（ 7）専門職学位課程の授業科目の単位数について

　①　開講総単位数

　開講総単位数を表Ⅱ－44に示す。総合科学技術経営専攻の開講単位数は 88単位、知的財

産戦略専攻の開講単位数は、118単位である。

　専門職大学院設置基準には、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、学生

が 1年間又は 1学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めることとし

ている。本学専門職大学院においては、1学期の上限が定められており、総合科学技術経営専

攻 1年コース（平成 19年度より学生募集停止）においては 30単位、総合科学技術経営専攻

2年コースおよび知的財産戦略専攻においては 20単位となっている。（総合科学技術経営専攻

は 4期制、知的財産戦略専攻は 2期制である。）

　②　講義の単位数

　総合科学技術経営専攻においては、72単位の講義が開講されている。講義科目は、1・2年

次共通なので 2年間で全ての科目が履修可能である。

　知的財産戦略専攻においては、102単位の講義が開講されている。講義科目は、必修科目と

選択科目に分かれており、知的財産権分野を中心として、技術、経営、国際関係、及び法律等

に跨り、さらに文系出身者に理系の素養を養うための技術科目も開講されている。
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　③　演習の単位数

　総合科学技術経営専攻では 16単位開講されており、全て必修科目となっている。この演習

科目の終了時に修了要件であるワーキングペーパーを提出することとなっている。

　知的財産戦略専攻では、必修科目が 4単位、選択必修科目が 12単位開講されている。必修

科目の演習においては、修了要件のワーキングペーパーをまとめ、提出することとなってい

る。

4 　授業料減免および博士学位論文審査料免除

　学校法人東京理科大学の設置する大学を卒業し、東京理科大学大学院修士課程、山口東京理

科大学大学院修士課程または諏訪東京理科大学大学院修士課程に進学する者は、入学金および

施設設備費を半額免除としている。（総合科学技術経営研究科は ､入学金のみ半額とする。）ま

た、学校法人東京理科大学の設置する大学の卒業者または大学院修士課程の修了者で、東京理

科大学大学院博士後期課程または山口東京理科大学大学院博士後期課程に進学する者は、入学

金および施設設備費を全額免除し、実験実習費を半額としている。さらに上記の者を含む博士

後期課程入学者を対象に、学業等優秀と認められた者の授業料を半額免除とする制度がある。

　博士学位論文審査手数料は、学校法人東京理科大学の設置する大学院博士後期課程に在学中

のもの並びに同課程退学後 5年以内に論文を提出した者の審査料を無料としている。

5 　進路　

　表Ⅱ－45に大学院修士課程および博士後期課程修了者数の推移を示す（博士後期課程修了

者とは課程博士を示す）。平成 17年度の博士後期課程修了者は 75名である。

　図Ⅱ－7に最近 5年間の修士課程修了者の進路状況を示す。修士課程修了者の就職先は研

究・開発職が多く、博士後期課程修了者は民間・公立研究所の研究職あるいは大学教員へ進

む者がほとんどである。平成 17年度において就職者数／博士後期課程修了者数は 59人／75

表Ⅱ－44　専門職学位課程修了に必要な単位数と開講単位数［平成 18 年度］

研　究　科 専　　攻
修了に
必要な
単位数

開講総
単位数

講義形態

必修科目 選択必修科目 選択科目

講義 演習
実験
・
実習

講義 演習
実験
・
実習

講義 演習
実験
・
実習

総合科学技術
経営研究科　

総合科学技術経営専攻 46 88 0 16 0 0 0 0 72 0 0

知的財産戦略専攻 50 118 20 4 0 0 12 0 82 0 0

平成 19年度より総合科学技術経営専攻と知的財産戦略専攻の修了に必要な単位数は、それぞれ 42単位、
46単位へ変更。
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図Ⅱ－7　大学院修士課程修了者の進路状況の推移（単位：人）

表Ⅱ－45　大学院修士課程と博士後期課程修了者数の推移

研究科
年度

修士課程

理　　学 工　　学 薬　　学 理工学 基礎工学 経営 生命科学 計

平成 13 ＊ 152（27） 214（19） 56（19） 398（48） 113（12） 15（3） 9（2） 957（130）

14 ＊ 175（29） 203（26） 46（12） 428（55） 126（27） 16（1） 20（7） 1,014（157）

15 ＊ 190（23） 224（22） 53（17） 407（56） 123（14） 11（3） 16（5） 1,024（140）

16 ＊ 213（43） 212（22） 59（19） 453（45） 151（23） 10（1） 13（5） 1,111（158）

17 ＊ 196（46） 227（22） 64（27） 513（49） 135（23） 14（5） 11（6） 1,160（178）

（注）1．＊は、理数教育専攻の修了者を含む。

研究科
年度

博士後期課程

理　　学 工　　学 薬　　学 理工学 基礎工学 生命科学 計

平成 13 15（1） 4（0） 2（1） 12（1） 5（0） 3（0） 41（3）

14 12（1） 4（0） 0（0） 16（0） 7（1） 1（0） 40（2）

15 12（2） 4（0） 1（0） 22（4） 7（0） 4（1） 50（7）

16 12（1） 4（1） 3（2） 17（1） 6（0） 3（1） 45（6）

17 17（1） 7（1） 7（0） 32（4） 9（1） 3（1） 75（8）

（注）1．（　）内は、女子の内数を示す。
　 　2．博士後期課程修了者とは課程博士を示す。
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人、同 16年度 38人／45人となっている。博士後期課程修了者に対する求人状況は、特定の

進路先に限定される傾向があるため、修士課程修了者より若干厳しい結果となっている。

Ⅱ－4　理学専攻科

　理学専攻科は、大学卒業者で、とりわけ高等学校における管理職を目指す現職の教員を対象

とした修業年限 1年の夜間特設課程である。昭和 30年に設置され、その後、修了者数が少数

であったこと等により、昭和 33年に一旦、学生募集を停止したが、学生や現職教員の強い要

望により、昭和 44年度に数学専攻、昭和 50年度に物理学専攻および化学専攻が学生募集を

再開した。数学または理科の中学校教諭専修免許状および高等学校教諭専修免許状の取得がで

きる課程である。

1 　入学・在籍

　平成 14年度以降の理学専攻科の入学志願者数と合格者数の推移を表Ⅱ－46に示す。理学

専攻科は設置以来、現職教員や教員志望者に対して短期間で上級免許状（平成元年までは高等

学校 1級免許状、平成元年以降は中学校・高等学校の専修免許状）の取得を可能とし、理数

教育のレベルアップに貢献してきたが、近年の志願者の入学目的は教諭専修免許状の取得や教

員採用試験の再受験準備のみならず、大学院入試の再受験準備、教職免許状の新規取得、ある

いは生涯教育の一環としてより高度な科学的教養を身につけたいという理由に至るまで多様化

しつつある。こうした近年の志願状況、物理学専攻および化学専攻における大幅な志願者の減

少状況、さらには本専攻修了者のうち教職に就く者の減少状況などを踏まえ、平成 16年度よ

り当分の間、物理学専攻および化学専攻の学生募集を停止した。

表Ⅱ－46　理学専攻科入学志願者数と合格者数の推移

区分
年度

数学専攻 物理学専攻 化学専攻 合計
倍　率

志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者 志願者 合格者

平成 14 21（4） 21（4） 6（1） 6（1） 9（2） 9（2） 36（7） 36（7） 1.00

15 33（3） 33（3） 6（1） 6（1） 8（0） 8（0） 46（4） 46（4） 1.00

16 31（3） 31（3） ― ― ― ― 31（3） 31（3） 1.00

17 32（2） 31（2） ― ― ― ― 32（2） 31（2） 1.03

18 28（3） 28（3） ― ― ― ― 28（3） 28（3） 1.00

（注）1．（　）内は、社会人特別選抜入学者の内数を示す。
　 　2．平成 16年度より、物理学専攻と化学専攻は入学者募集を停止。

　入学者の選抜に際しては、一般入学試験選抜方式に加えて、教員免許状所持者で勤務先所属
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長からの推薦がある者を対象とした推薦入学制度も実施しているが、推薦入学者の勤務先も最

近では必ずしも学校とは限らなくなってきている。

2 　進路

　表Ⅱ－47に専攻科修了者の進路状況を示す。近年における教職就職者の絶対数も全体に対

する比率も、その年の採用人数などによって変化していることがわかる。今後も教員採用の動

向により、教職就職者を中心に多岐にわたることが考えられる ｡特に教職に関心があるとは

言えないような学部新卒者が入学者の大部分を占めるという現状は専攻科本来の目的からす

れば、余り望ましいことではない。「現職教員の再教育の場」として有用な役割を果たせるよ

う、授業形態や授業内容を検討する必要がある。夜間大学院あるいは昼夜開講の夜間主大学院

への移行を考えるか、あるいは、理学研究科に新設された理数教育専攻との相乗り方式を検討

する時期かもしれない。

　なお、生涯教育と理学専攻科の関わりについては「Ⅶ　社会への貢献」で記述する。

表Ⅱ－47　理学専攻科修了者の進路状況
年度

区分 平成 13 14 15 16 17

数
学
専
攻

教　職 2 7 15 11 7
企　業 0 2 1 2 3
公務員 0 0 0 0 0
進　学 2 1 0 2 0
その他 10（0） 16（5） 10（0） 12（1） 15（7）
小　計 14（0） 26（5） 26（0） 27（1） 25（7）

物
理
学
専
攻

教　職 1 1 0 － －
企　業 1 0 2 － －
公務員 0 0 0 － －
進　学 0 1 0 － －
その他 2（0） 0（0） 2（0） － －
小　計 4（0） 2（0） 4（0） － －

化
学
専
攻

教　職 0 0 2 － －
企　業 0 1 2 － －
公務員 0 0 0 － －
進　学 0 0 0 － －
その他 7（4） 2（0） 6（1） － －
小　計 7（4） 3（0） 10（1） － －

合　計 25（4） 31（5） 40（1） 27（1） 25（7）

（注）現職継続者は「その他」に含め、（　）内に内数で示す。
　　 物理学専攻と科学専攻は、平成 16年度より学生募集停止。
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Ⅱ－5　科目等履修生

　平成 3年 7月の大学設置基準の改正により、本学では従来の聴講生制度が廃止され、「科目

等履修生」の制度が新設された。この新制度では、その対象を大学卒業者に限定せず、広く

社会人を受け入れることとなった。さらに、平成 5年 10月には大学院設置基準が改正され、

大学院にも科目等履修生の制度が新設された。これらの動向を踏まえて本学では、平成 4年 4

月に大学学則を、平成 7年 4月に大学院学則を改正して、科目等履修生の制度を導入した。

　表Ⅱ－48に、平成 14年度から同 18年度にわたる学部の科目等履修生数の推移を示す。出

願の目的としては教員免許状の取得が主であるが、大学評価・学位授与機構（旧学位授与機

構）を通じた学士の学位取得を目指す者も数名ながら毎年見られる。履修先は理学部第二部が

際立って多い。また、平成 10年度より、年 1回（4月）から年 2回（4月・9月）へ受け入

れの回数が変更となった ｡さらに、平成 13年度から出願資格が変更となり、社会人だけでな

く他大学等に在学中の者でも出願できることとなっている ｡

　なお、生涯教育と科目等履修生制度の関わりについては、［Ⅶ－ 2－ 4科目等履修生の受け

入れ（266頁）］で記述する。

表Ⅱ－48　科目等履修生数（学部）の推移

学部
出願目的 教員免許取得 その他 合計

年度 平成 14 15 16 17 18 14 15 16 17 18 14 15 16 17 18

理学部第一部 24 29 37 35 35 4 4 16 1 5 28 33 53 36 40

理学部第二部 74 67 89 81 59 23 30 21 27 21 97 97 110 108 80

工学部第一部 0 1 1 1 0 4 4 6 4 3 4 5 7 5 3

工学部第二部 3 1 2 3 1 9 11 12 7 6 12 12 14 10 7

薬 学 部 0 0 0 0 0 1 1 1 3 3 1 1 1 3 3

理 工 学 部 7 10 5 11 8 3 1 1 1 0 10 11 6 12 8

基 礎 工 学 部 0 0 1 1 1 0 0 1 0 1 0 0 2 1 2

経 営 学 部 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 1 0 0

理 学 専 攻 科 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0

計 108 108 135 133 104 44 53 59 43 39 152 161 194 176 143

（注）1．「その他」の目的には、業務上、企業派遣、自己啓発、学士号取得、資格取得がある。
　　2．学位授与機構を通じての学士号取得は、平成 4年より可能になった。
　　3．資格取得は教員免許以外の資格取得を目的としたもの。
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